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概要 

魚種の特徴 

〔分類・形態〕 

 スズキ目、サバ亜目、メカジキ科に属し、学名は Xiphias gladius。体は長紡錘形。眼

がやや大きい。吻は縦扁で極めて長い。幼魚の両顎に歯があるが、成長とともに消失す

る。尾部に顕著な隆起線が 1 条ある。腹鰭はない。背鰭は大きく離れる。鱗はない。体

色は背面が暗青色で褐色を帯び、腹面は白色。体側はやや黄味を帯びる。 

 

〔分布〕 

 夏には北緯 40～45 度の餌が豊富で冷たい水域に、冬には北緯 10～20 度の亜熱帯水域

へと移動する季節的な南北回遊を行っている。 

 

〔生態〕 

 雌の方が成長が速く大型になり、2 m 以上の個体はほとんど雌である。寿命は 12 歳。

50%成熟は雄で 3 歳、雌で 6 歳と報告されている。 

 

〔漁業〕 

 日本・台湾・韓国・米国のはえ縄、日本の大目流し網・定置網が主な漁業である。 

 近年の漁業種別漁獲量割合は、はえ縄が全体の 8 割以上を占め、次いで大目流し網等

が多い。大目流し網による漁獲量は 1980 年代に 1,000 トンを超える時期があったが、

1992 年の公海域における流し網のモラトリアム（操業停止）以降、操業水域が我が国

200 海里内に限られたため漁獲量は急激に減少した。 

 

〔利用〕 

 刺身、寿司で生食されるほか、切り身はステーキや煮付けなどに利用される。 

 

資源の状態 

 メカジキは重要な水産種であり、資源生態に関する調査研究は古くから進められ知見

が得られている。漁獲量・努力量データの収集、科学調査、漁獲実態のモニタリングも
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毎年行われている。漁業調査データに基づき、各国の漁業種別漁獲量と資源量指数が推

定され、統合モデル（SS3）を使用した資源評価が 3 年ごとに実施されている。中西部

北太平洋系群の資源は乱獲状態になく、漁獲も過剰漁獲状態ではないとされた（水準・

動向は高位・安定）。このことから、これまで WCPFC（中西部太平洋まぐろ類委員会）

北小委員会では、管理措置導入の議論は行われていなかったが、2018 年 9 月の WCPFC

北小委員会において、本資源の管理目標について、資源量を最大持続生産量を産出する

水準に維持しつつ漁業を発展させることを目的とすることが合意された。ただし限界管

理基準については、合意に至らなかった。 

 

海洋環境と生態系への配慮 

 生態系への影響の把握に必要となる情報、モニタリングの有無について、中西部太平

洋における生態系と混獲の問題、はえ縄による混獲情報などが取りまとめられている。

当該海域において熱帯まぐろ類の仔稚魚調査、動物プランクトン採集、海洋環境調査が

不定期的に実施されている。科学オブザーバー計画が確立され、はえ縄やまき網による

漁獲物情報を取得する体制が部分的に整っている。 

評価対象種を漁獲する漁業による他魚種への影響として、はえ縄で同時に漁獲される

ビンナガ、キハダ、メバチ、ヨシキリザメ、クロトガリザメの中でクロトガリザメにつ

いては資源が懸念される状態であった。混獲非利用種に対する PSA 評価では、はえ縄

の潜在的なリスクはアオウミガメ、アカウミガメ、タイマイ、ヒメウミガメでは高く、

オサガメ（表層）、アカマンボウ、シイラなどでは中程度と判断された。環境省指定の

絶滅危惧種のうち、評価対象水域と分布域が重複する種について PSA でリスク評価を行

った結果、全体としてリスクは低かったが、アカウミガメ、アオウミガメ、タイマイの

リスクについては高いと判断された。 

食物網を通じたメカジキ漁獲の間接影響、漁業による環境への影響として、メカジキ

は外洋の表層生態系において、ほぼ最高位捕食者に位置すると考えられる。餌生物とし

て挙げられるカツオ、ビンナガ、シイラ、ツムブリ、イカ類、小型浮魚類については資

源状態の懸念は見られなかった。メカジキ同様に高次捕食者と位置づけられる魚種の資

源水準・資源動向を見ると一部の魚種に減少傾向が見られた。漁獲物の平均栄養段階水

準と、栄養段階が高い種の多様性と生物量の年変動から、重篤ではないが対象漁業によ

る生態系特性への影響が懸念された。当該海域における日本漁船による海洋汚染や廃棄

物の投棄についての違反報告はなかった。単位漁獲量あたり CO2 排出量について、ま

ぐろはえ縄漁業は我が国漁業の中では高い数値となっているため、排出ガスによる大気

環境への悪影響が懸念された。 
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漁業の管理 

 WCPFC、IATTC（全米熱帯まぐろ類委員会）側でも、資源は高位で安定か増加とされ

ている。メカジキを漁獲する遠洋、近海まぐろはえ縄漁業は大臣許可漁業である。イン

プット・コントロールが成立している。両漁業は、農林水産大臣がトン数や海域を公示

し、申請を受けて許可証を発給している。採捕してはならない魚種及び海亀や海鳥の保

存措置のため漁具の制限が決められている。燃油使用量の削減、抑制を漁業者団体が主

導した。水産庁国際課かつお・まぐろ漁業室が中心となって、WCPFC（中西部太平洋ま

ぐろ類委員会）、IATTC（全米熱帯まぐろ類委員会）と ISC（北太平洋まぐろ類国際科学

委員会）と連携している。メカジキを漁獲する大臣許可遠洋、近海はえ縄漁業は、水産

庁国際課かつお・まぐろ漁業室で指導監督している。遠洋、近海まぐろはえ縄漁業では、

農林水産大臣が命じたときはオブザーバーを乗船させなければならない。ポジティブリ

ストの掲載漁船で漁獲されたことの証明書等による輸入事前確認手続きは水産庁で一

元化された。管理機関等による管理目標、資源評価、管理措置等に従って資源管理指針

を見直し、省令等を改定してきたことを、順応的管理に準ずる施策と評価した。漁業者

は業種別漁業協同組合、協会等の団体に所属し、多くの近海まぐろはえ縄漁業者は沿海

漁業協同組合にも属している。資源管理指針の下で漁業者は自主的に休漁等に取り組ん

でいる。漁業者団体が課題をもって改革計画や実証事業を主導してきており、日本かつ

お・まぐろ漁業協同組合は日本かつお・まぐろ漁業協同株式会社を組織し、販売事業に

当たっている。水産政策審議会資源管理分科会には利害関係者も参画しており、WCPFC

の年次会合や科学委員会等へも NGO が参加している。 

 

地域の持続性 

 北太平洋のメカジキは、遠洋まぐろはえ縄漁業（岩手県、宮城県、福島県、東京

都、神奈川県、静岡県、三重県、高知県、鹿児島県）、近海まぐろはえ縄漁業（宮城

県、高知県、宮崎県）で、全漁獲の大部分を占めている。漁業収入のトレンドは中程

度で、収益率は低く、漁業関係資産は高かった。経営の安定性については、収入の安

定性、漁獲量の安定性ともに中程度であった。漁業者組織の財政状況は、未公表の組

織が多かった。操業の安全性は高く、地域雇用への貢献は高い。労働条件の公平性は

漁業で特段の問題はなかった。買い受け人は、各市場とも取扱数量の多寡に応じた人

数となっており、セリ取引、入札取引による競争原理は概ね働いている。卸売市場整

備計画により衛生管理が徹底され、仕向けは加熱用食材が主である。労働条件の公平

性については、加工・流通でも特段の問題は無く、本地域の加工流通業の持続性は高

い。先進技術導入と普及指導活動は行われており、物流システムも整っていた。水産

業関係者の所得水準は比較的高い。またメカジキは地域ごとに特色ある漁具漁法や伝

統的な加工技術、料理法があり、現在まで引き継がれてきている。 
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健康と安全・安心 

 メカジキには、体内の酸化還元酵素の補酵素として働くナイアシン、骨の主成分で

あるカルシウムやリンの吸収に関与しているビタミン D、高血圧予防に効果があるカ

リウム、抗酸化作用を有するセレン、メチル水銀の解毒作用など様々な機能を有する

といわれているセレノネインなど様々な栄養機能成分が含まれている。脂質には、血

栓予防などの効果を有する EPA と脳の発達促進や認知症予防などの効果を有する

DHA が含まれている。また、アミノ酸スコアが 100 といった良質のタンパク質が豊富

である。旬は秋から冬である。利用に際しての留意点は、ヒスタミン中毒防止と生食

によるアニサキス感染防止である。ヒスタミン中毒は、筋肉中に多く含まれるヒスチ

ジンが、細菌により分解、生成したヒスタミンによるものであるため低温管理が重要

である。冷凍物では、低温下で解凍・保管が必要である。アニサキスは、魚の死後時

間経過に伴い内臓から筋肉へ移動するため、生食には新鮮な魚を用いること、内臓の

生食はしない、冷凍・解凍したものを刺身にするなどで防止する。メカジキは、他の

魚種に比べメチル水銀を蓄積しやすいため、妊婦は、厚生労働省より公表されている

目安量を基に摂取する必要がある。  
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1．資源の状態 

概要 

漁業 

対象種の資源生物研究・モニタリング（1.1） 

 メカジキは重要な水産種であり、資源生態に関する調査研究は古くから進められ、分

布・回遊、年齢・成長・寿命、成熟・産卵に関する知見が得られている。漁獲量・努力

量データの収集、科学調査、漁獲実態のモニタリングも毎年行われている。このように

定期的に収集される漁業調査データに基づき、各国の漁業種別漁獲量と資源量指数が推

定され、統合モデル（SS3）を使用した資源評価が 3 年ごとに実施されている。資源評

価の内容は北太平洋まぐろ類国際科学委員会（ISC）で検討されている。 

 

資源の水準・動向（1.2） 

 中西部北太平洋系群の資源水準・動向は、高位・安定と考えられた。 

 

漁業の影響（1.3） 

 中西部北太平洋系群については、資源は乱獲状態になく、漁獲も過剰漁獲状態ではな

いとされた。このことから、これまで WCPFC（中西部太平洋まぐろ類委員会）北小委

員会では、管理措置導入の議論は行われていなかったが、2018 年 9 月の WCPFC 北小委

員会において、本資源の管理目標について、資源量を最大持続生産水準に維持しつつ漁

業を発展させることを目的とすることが合意された。ただし限界管理基準については、

合意に至らなかった。 

 

評価範囲 

① 評価対象魚種の漁業と海域 

 評価対象魚種のメカジキは北太平洋が資源評価対象海域である。 

② 評価対象魚種の漁獲統計資料の収集 

 北太平洋まぐろ類国際科学委員会が各国の漁獲統計資料を収集している。 

③ 評価対象魚種の資源評価資料の収集 

 北太平洋まぐろ類国際科学委員会が 1951 年以降の漁業種別漁獲量、標準化された資
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源量指数などの資源評価資料を収集している。 

④ 評価対象魚種を対象とする調査モニタリング活動に関する資料の収集 

 評価対象魚種について行われている、モニタリング調査に関する論文・報告書を収集

する。 

⑤ 評価対象魚種の生理生態に関する情報の集約 

 評価対象魚種について行われている、生理生態研究に関する論文・報告書を収集する。 
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1.1 対象種の資源生物研究・モニタリング・評価手法 

1.1.1 生物学的情報の把握 

 資源の管理や調査を実行するためには、生活史や生態など対象魚種の生物に関する基

本的な情報が不可欠である（田中 1998）。対象魚種の資源状況を 1.2 以降で評価するた

めに必要な、生理・生態情報が十分蓄積されているかどうかを、1.1.1.1～1.1.1.3 の 3 項

目について評価する。評価対象となる情報は、①分布と回遊、②年齢・成長・寿命、③

成熟と産卵である。個別に採点した結果を単純平均して総合得点を算出する。 

1.1.1.1 分布と回遊 

 本種は、主な産卵場として知られている小笠原諸島沖合とミッドウェー諸島周辺海域

から三陸沖移行域の摂餌場の間を南北回遊することが知られている。1999 年 7 月に三

陸沖でアーカイバルタグを装着・放流された 200kg 近い個体が、ほぼ同じ場所で約 1 年

後に再捕された。回収されたタグのデータから、この個体は夏には北緯 40～45 度の餌

が豊富で冷たい水域に、冬には北緯 10～20 度の亜熱帯水域へと移動する季節的な南北

回遊を行っていたことが判明した（Takahashi et al. 2003）。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる

情報はない 

生活史の一部の

ステージにおい

て、把握され、

十分ではない

が、いくつかの

情報が利用でき

る 

生活史のほぼ

全てのステー

ジにおいて把

握され、資源

評価に必要な

最低限の情報

がある 

生活史の一部のス

テージにおいて、

環境要因による変

化なども含め詳細

に把握され、精度

の高い情報が利用

できる 

生活史のほぼ全て

のステージにおい

て、環境要因など

による変化も詳細

に含め把握され、

精度の高い十分な

情報が利用できる 

 

1.1.1.2 年齢・成長・寿命 

 臀鰭第2棘を用いた最新の研究によると、下顎叉長は0歳で55-58cm、1歳で90-91cm、

2 歳で 113-114cm、3 歳で 131-134cm、4 歳で 145-150 cm、5 歳で 156-163cm、6 歳で 165-

176cm、7 歳で 172-186cm、8 歳で 178-196cm、9 歳で 184-204cm であり、雌の方が早く

成長し大型になり、2m 以上の個体はほとんど雌である（Sun et al. 2002）。寿命は 12 歳。

以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる

情報はない 

対象海域以外

など十分では

ないが、いく

つかの情報が

利用できる 

対象海域において

ある程度把握さ

れ、資源評価に必

要な最低限の情報

が利用できる 

対象海域にお

いてほぼ把握

され、精度の

高い情報が利

用できる 

対象海域において環

境要因などの影響も

含め詳細に把握され

精度の高い十分な情

報が利用できる 
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1.1.1.3 成熟と産卵 

 50%成熟下顎叉長は、ハワイ沖では雄で 117 cm（3 歳）、雌で 162 cm（6 歳）と報告さ

れている（DeMartini et al. 2000）。産卵場は小笠原諸島沖合とミッドウェー諸島周辺海域

で、主産卵期は 3～7 月頃で、産卵はほぼ周年行われると考えられている。以上より 3

点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる

情報はない 

対象海域以外

など十分では

ないが、いく

つかの情報が

利用できる 

対象海域において

ある程度把握さ

れ、資源評価に必

要な最低限の情報

が利用できる 

対象海域にお

いてほぼ把握

され、精度の

高い情報が利

用できる 

対象海域において環

境要因などの影響も

含め詳細に把握され

精度の高い十分な情

報が利用できる 

 

1.1.2 モニタリングの実施体制 

 資源生物学的情報を収集するためのモニタリング調査により、対象魚種の把握並びに

資源管理の実施に必要な多数の有益な情報を得ることができる。モニタリング体制とし

ての項目並びに期間について、1.1.2.1～1.1.2.4 の 4 項目において資源評価の実施に必要

な情報が整備されているかを評価する。評価対象となる情報は、①科学的調査、②漁獲

量の把握、③漁獲実態調査、④水揚物の生物調査、である。個別に採点した結果を単純

平均して総合得点を算出する。ここで言う期間の長短とは、動向判断に必要な 5 年間ま

たは、3 世代時間（IUCN 2014）を目安とする。 

1.1.2.1 科学的調査 

 資源構造を解明するために DNA による系群解析を開始した(井嶋 2019)。以上より 3

点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

調査なし 対象種の生息

範囲において

過去に実施し

たことがある 

対象種の生

息範囲にお

いて不定期

に実施して

いる 

対象種の生息範囲に

おいて定期的に実施

しており、資源のい

くつかの項目の経年

変化が把握できる 

対象種の生息範囲に

おいて定期的に実施

しており、資源の多

数の項目の経年変化

が把握できる 

 

1.1.2.2 漁獲量の把握 

 北太平洋における我が国のメカジキの総漁獲量は、1980 年代後半までは 0.8 万～1.2

万トンであったが、1994 年以降は一貫して減少傾向にあり、2011 年には 4,460 トンま

で減少し、2017 年の漁獲量は 4,954 トンであった（図 1.1.2.2）。1990 年代以降の漁獲量

の減少は、遠洋・近海はえ縄による漁獲の減少によるものである(井嶋 2019)。以上より

5 点を配点する。 
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図 1.1.2.2 北太平洋（赤道以北）におけるメカジキの我が国の漁業種別漁獲量（井嶋 2019） 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁獲量は不

明である 

一部の漁獲量

が短期間把握

できている 

一部の漁獲量が長期間

把握できているが、総

漁獲量については把握

できていない 

総漁獲量が

短期間把握

できている

総漁獲量が長期

間把握できてい

る 

 

1.1.2.3 漁獲実態調査 

 国の委託事業として、水産研究・教育機構及び関係道県により毎年漁獲実態調査が実

施されている(井嶋 2019)。また外国の漁獲実態については北太平洋まぐろ類国際科学

委員会（ISC）のカジキ類作業部会の場で情報が交換されている(井嶋 2019)。以上より

3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報

はない 

分布域の一部に

ついて短期間の

情報が利用でき

る 

分布域の全体を

把握できる短期

間の情報が利用

できる 

分布域の一部に

ついて長期間の

情報が利用でき

る 

分布域の全体を

把握できる長期

間の情報が利用

できる 

 

1.1.2.4 水揚物の生物調査 

 国の委託事業として、水産研究・教育機構及び関係道県により毎年漁獲物の生物調査

が実施されている(井嶋 2019)。また国外の生物調査については、北太平洋まぐろ類国際
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科学委員会（ISC）のカジキ類作業部会の場での情報交換により収集されている

(Anon.(ISC) 2009)。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報

はない 

分布域の一部に

ついて短期間の

情報が利用でき

る 

分布域の全体を

把握できる短期

間の情報が利用

できる 

分布域の一部に

ついて長期間の

情報が利用でき

る 

分布域の全体を

把握できる長期

間の情報が利用

できる 

 

1.1.3 資源評価の方法と評価の客観性 

 資源評価は、漁業が与える影響に対し漁獲対象の生物資源がどのように変化した

か、また、将来の動向を予測するため、漁獲統計資料や各種の調査情報を収集解析す

ることであり、資源（漁業）管理のための情報として非常に重要である（松宮 

1996）。資源評価方法、資源評価結果の客観性の 1.1.3.1、1.1.3.2 の 2 項目で評価する。 

1.1.3.1 資源評価の方法 

 中西部北太平洋系群の最新の資源評価は、ISC カジキ作業部会により、2018 年 4 月

に実施された(Anon.(ISC) 2018)。使用されたモデルは、統合モデルの Stock Synthesis 3 

(SS3)である。SS3 には、現在考えられる最良の生物学的知見が考慮され、日本、米国

および台湾から報告された資源量指数（CPUE）、漁獲サイズデータおよび総漁獲量統

計が入力されている。以上より評価手法 1 により判定し、4 点を配点する。 

評

価

手

法 

1点 2点 3点 4点 5点 

① . . . 単純な現存量推

定の経年変化に

より評価 

詳細に解析した現

存量推定の経年変

化により評価 

② . . 単純なCPUEの

経年変化によ

り評価 

詳細に解析した

CPUEの経年変化

により評価 

. 

③ . 一部の水揚げ地の

漁獲量経年変化の

みから評価また

は、限定的な情報

に基づく評価 

漁獲量全体の

経年変化から

評価または、

限定的な情報

に基づく評価

. . 

④ . . . 調査に基づき資

源評価が実施さ

れている 

精度の高い調査に

基づき資源評価が

実施されている 

⑤ 資源評価無 . . . . 
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1.1.3.2 資源評価の客観性 

 ISC カジキ作業部会が資源評価を実施し、報告書を本会議に提出し、参加加盟国に

よる議論および環境保護団体等によるコメントを受け付けている。報告書は本会議で

承認後、ISC のホームページで公開される(Anon.(ISC) 2018)。また中西部太平洋まぐろ

類委員会でも議論されている(Anon.(WCPFC NC) 2018)。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

データや検討の場

が非公開であり、

報告書等の査読も

行われていない 

. データや検討の場が条件付

き公開であり、資源評価手

法並びに結果については内

部査読が行われている 

. データや検討の場が公開

されており、資源評価手

法並びに結果については

外部査読が行われている 

 

1.2 対象種の資源水準と資源動向 

1.2.1 対象種の資源水準と資源動向 

 資源評価から得られる水準と動向の情報は、対象資源の生物学的側面にとどまらず、

社会、経済にも直結する重要な情報である。このため、資源評価結果から得られる資源

水準と動向については単一項目として評価する。我が国では ABC 算定のための基本規

則を制定し、資源水準と動向を組み合わせた資源評価を実施してきた（水産庁・水産総

合研究センター 2016）。本評価では、同規則に従い対象資源の資源水準（高位、中位、

低位）と動向（増加、横ばい、減少）の組み合わせより、資源状態を評価する。ここで、

資源水準とは、過去 20 年以上にわたる資源量（漁獲量）の推移から「高位・中位・低

位」の 3 段階で区分したもの、動向とは資源量（資源量指数、漁獲量）の過去 5 年間の

推移から「増加・横ばい・減少」に区分したものと定義する。 

 SS3 の解析の結果、1975～2016 年の全期間において、本資源の水準は MSY レベル以

上であったことが示された（図 1.2.1 左）。中西部北太平洋系群の資源水準・動向は、高

位・安定と考えられた（井嶋 2019）。以上より 5 点を配点する。 

図 1.2.1 SS3 による中西部北太平洋系群の解析結果（Anon.（ISC）2018）。両図とも、エラーバ

ーは 95%信頼区間を示す。 
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1点 2点 3点 4点 5点 

低位・減少 

低位・横ばい 

判定不能、不明 

低位・増加 

中位・減少 

中位・横ばい 高位・減少 

中位・増加 

高位・増加 

高位・横ばい 

 

1.3 対象種に対する漁業の影響評価 

1.3.1 現状の漁獲圧が対象資源の持続的生産に及ぼす影響 

 漁獲死亡係数は、1990 年台に一度に FMSY を上回ったが、その後は FMSY 以下で推移

し、2006 年以降は減少傾向を示した（図 1.2.1 右）。ISC カジキ作業部会は、現在の資源

量は乱獲状態になく、漁獲も過剰漁獲状態ではないとの結論に至った（Anon.（ISC）2018）。

以上より評価手法 1 により判定し、5 点を配点する。 

評価

手法 

1点 2点 3点 4点 5点 

① Bcur ≦ Blimit 

Fcur ＞ Flimit 

. Bcur ＞ Blimit 

Fcur ＞ Flimit または 

Bcur ≦ Blimit 

Fcur ≦ Flimit 

. Bcur ＞ Blimit

Fcur ≦ Flimit

② Ccur ＞ ABC . . Ccur ≦ ABC . 

③ 漁業の影響が大きい . 漁業の影響が小さい . . 

④ 不明、判定不能 . . . . 

 

1.3.2 現状漁獲圧での資源枯渇リスク 

 ISC カジキ作業部会は、SS3 による解析結果を基に、5 種類のシナリオで将来の資源

状態を予測した。将来予測の結果、2013～2015 年の漁獲強度では、産卵親魚量は現状よ

り増加すると予測された（図 1.3.2 上, 井嶋 2019）。以上より評価手法 1 により判定し、

5 点を配点する。 
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図 1.3.2  SS3 の解析結果を

用いた中西部北太平洋系群

の将来予測結果（Anon.（ISC） 
2018） 
（a）：推定された産卵親魚源

量、（b）：期待される総漁獲

量。S1：2013～2015 年の漁獲

強度（F2013-2015 = F43%）で漁

業継続。S2：MSY レベルの

漁獲強度（F18%）で漁業継続。

S3：産卵親魚量が初期資源量

の 20%となるような漁獲強

度（F22%）で漁業継続。S4：
F20%の高い漁獲強度で漁獲

継続。S5：F50%の低い漁獲強

度で漁獲継続。 

 

評

価

手

法 

1点 2点 3点 4点 5点 

① 資源枯渇リスク

が高いと判断さ

れる 

. 資源枯渇リスク

が中程度と判断

される 

. 資源枯渇リスク

がほとんど無い

と判断される 

②

③ 

資源枯渇リスク

が高いと判断さ

れる 

資源枯渇リスク

が中程度と判断

される 

. 資源枯渇リスク

が低いと判断さ

れる 

. 

④ 判定していない . . . . 

 

1.3.3 資源評価結果の漁業管理への反映 

 資源評価は、それ自体が最終的な目的ではなく資源管理、漁業管理のための情報を増

大させる一環として位置づけられる（松宮 1996）。漁業管理方策策定における資源評価

結果の反映状況を、規則と手続きの視点から評価する。 

1.3.3.1 漁業管理方策の有無 

 中西部北太平洋系群については、資源状態は健全であるとの ISC の資源評価結果を

反映し、これまで WCPFC 北小委員会では、本資源に関する保存管理措置導入の議論

は行われていなかった。しかし、2018 年 9 月の WCPFC 北小委員会において、本資源

の管理目標について議題に取り上げられ、資源量を最大持続生産量を産出する水準に

維持しつつ漁業を発展させることを目的とすることが合意された(Anon.(WCPFC NC) 

2018)。ただし限界管理基準については、合意に至らなかった(Anon.(WCPFC NC) 
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2018)。以上より 1 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁業制御規則は

ない 

漁獲制御規則がある

が、漁業管理には反

映されていない 

. . 漁獲制御規則があり、

資源評価結果は漁業管

理に反映されている 

 

1.3.3.2 予防的措置の有無 

 予防的措置は取られていない。以上より 1 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

予防的措置は考

慮されていない 

. . . 予防的措置は考

慮されている 

 

1.3.3.3 環境変化が及ぼす影響の考慮 

 環境変化が及ぼす影響は考慮されていない。以上より 1 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

環境変化の影

響について

は、調べられ

ていない 

環境変化の影響が

存在すると思われ

るが、情報は得ら

れていない 

環境変化の影

響が存在する

が、全く考慮

されていない 

環境変化の影響

が把握され、一

応考慮されてい

る 

環境変化の影響

が把握され、十

分に考慮されて

いる 

 

1.3.3.4 漁業管理方策の策定 

 中西部北太平洋系群については、資源状態は健全であるとの ISC の資源評価結果を反

映し、これまで WCPFC 北小委員会における本資源に関する保存管理措置導入の議論は

行われていなかった。しかし、2018 年 9 月の WCPFC 北小委員会において、本資源の管

理目標について議題に取り上げられ、資源量を最大持続生産量を産出する水準に維持し

つつ漁業を発展させることを目的とすることが合意された(Anon.(WCPFC NC) 2018)。以

上より 4 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

外部専門家や利害関係者

の意見は全く取り入れら

れていない、または、資

源評価結果は漁業管理へ

反映されていない 

. 内部関係者の検

討により、策定

されている 

外部専門家を

含めた検討の

場がある 

外部専門家や利

害関係者を含め

た検討の場が機

能している 

 

1.3.3.5 漁業管理方策への遊漁、外国漁船、IUU 漁業などの考慮 

 本魚種に対しては資源評価に含まれない外国漁船や IUU 漁船の漁獲はほとんどない

と考えられている。以上より 4 点を配点する。 
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1点 2点 3点 4点 5点 

遊漁、外国漁

船、IUUなど

の漁獲の影響

は考慮されて

いない 

遊漁、外国漁

船、IUUなどの漁

獲を考慮した漁

業管理方策の提

案に向けた努力

がなされている 

遊漁、外国漁

船、IUUなどの

漁獲を一部に考

慮した漁業管理

方策の提案がな

されている 

遊漁、外国漁

船、IUUなどの

漁獲を十分に考

慮した漁業管理

方策の提案がな

されている 

遊漁、外国漁

船、IUUなどの

漁獲を完全に考

慮した漁業管理

方策の提案がな

されている 
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2．海洋環境と生態系への配慮 

概要 

生態系情報・モニタリング（2.1） 

中西部太平洋における生態系と混獲の問題、生態系モデル解析、はえ縄による混獲情報

が取りまとめられている（2.1.1 4 点）。当該海域において熱帯まぐろ類の仔稚魚調査、

動物プランクトン採集、海洋環境調査が不定期的に実施されている（2.1.2 3 点）。2008

年から中西部太平洋において、科学オブザーバー計画が確立され、はえ縄やまき網によ

る漁獲物情報が取得される体制が整い、部分的な情報が収集可能となっている(2.1.3 3

点)。 

 

同時漁獲種（2.2） 

はえ縄でメカジキと同時に漁獲されるビンナガ、キハダ、メバチ、及びさめ類の中で漁

獲量の大きいヨシキリザメ、クロトガリザメを混獲種とし、資源状態から評価を実施し

た結果、クロトガリザメについては資源状態が懸念された（2.2.1 3 点）。混獲非利用種

に対する PSA 評価では、はえ縄の潜在的なリスクはアオウミガメ、アカウミガメ、タ

イマイ、ヒメウミガメでは高く、オサガメは表層で中程度とされた。さらに、アカマン

ボウ、シイラなどへのリスクは中程度と判断された。以上の如く、はえ縄による潜在的

なリスクが中程度から高いと判断されるものが複数含まれた（2.2.2 2 点）。環境省指定

の絶滅危惧種のうち、評価対象水域と分布域が重複する種について PSA でリスク評価を

行った結果、全体としてのリスクは低かったが、アカウミガメ、アオウミガメ、タイマ

イのリスクが高いと判断された（2.2.3 3 点）。 

 

生態系・環境（2.3） 

【食物網を通じた間接作用】メカジキは外洋の表層生態系において、ほぼ最高位捕食者

に位置すると考えられるため、捕食者はいないと考えられる（2.3.1.1 5 点）。餌生物と

して挙げられるカツオ、ビンナガ、シイラ、ツムブリ、イカ類、小型浮魚類について CA

評価を行った結果、資源状態への懸念材料は見られなかった（2.3.1.2 4 点）。メカジキ

と同様に高次捕食者と位置づけられる魚種の資源水準・資源動向を見ると、クロトガリ

ザメが低位・減少と評価され、一部の競争者に減少傾向が見られた（2.3.1.3 3 点）。 

【生態系全体】漁獲物全体の平均栄養段階水準は 1980 年から 2000 年にかけて増加傾

向を示し、その後、横ばい状態を示しているが、栄養段階が高い魚種の多様性と生物量

は 2000 年以降に大きく変化しながら増減している。したがって、対象漁業による影響

の強さは重篤ではないが、生態系特性の一部変化が懸念される（2.3.2 3 点）。 
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【海底・水質・大気】はえ縄は着底漁具ではない（2.3.3 5 点）。WCPFC 海域における

日本漁船による海洋汚染や廃棄物の投棄についての違反報告は見いだせなかった

（2.3.4 4 点）。単位漁獲量あたり CO2排出量は、まぐろはえ縄漁業は我が国漁業の中で

は高い数値となっているため、排出ガスによる大気環境への悪影響が懸念された（2.3.5 

3 点）。 

 

評価範囲 

① 評価対象漁業の特定 

2018 年の「国際漁業資源の現況」によれば、2017 年の北太平洋におけるメカジキ漁獲

量は 9,611 トンである。近年の漁業種別漁獲量割合は、はえ縄が 8 割以上を占める。こ

のため、評価対象漁業をはえ縄とする(井嶋, 2019a）。 

 

② 評価対象海域の特定 

メカジキ中西部北太平洋系群の索餌回遊域である中西部北太平洋を対象海域とする。 

 

③ 評価対象漁業と生態系に関する情報の集約と記述 

1) 漁具，漁法 

はえ縄：我が国の近海マグロはえ縄の場合、長さ 150 km 以上の幹縄に枝縄を 2,000 本

以上付ける（全国漁業就業者確保育成センター 2018）。 

 

2) 船サイズ，操業隻数 

はえ縄船の操業隻数は、日本の 200 トン未満船 278 隻、200 トン以上船 83 隻、韓国の

中・大型船 112 隻、台湾の大型船 73 隻、100 トン未満の小型船 1,275 隻、中国の氷蔵

船 245 隻、急速冷凍船 108 隻、合計 2,174 となっている(佐藤, 2016）。 

 

3) 主要魚種の年間漁獲量 

中西部北太平洋より南の海域も含むが、中部西太平洋（FAO の 71 海区: ほぼ西経 175

度、北緯 20 度、南緯 25 度の線とオーストラリア大陸、大・小スンダ列島に囲まれた海

域）における直近 5 年間（2012～2016 年）の主要漁獲物の平均漁獲量は以下の通りであ

る（FAO 2018）。 

英名 和名 学名 平均(千トン)
Skipjack tuna カツオ Katsuwonus pelamis 3,057 

Yellowfin tuna キハダ Thunnus albacares 1,529 
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Indian mackerel グルクマ Rastrelliger kanagurta 764 
Bigeye tuna メバチ Thunnus obesus 557 

Short mackerel  Rastrelliger brachysoma 219 
Narrow-barred Spanish 

mackerel
ヨコシマサワラ Scomberomorus commerson 387 

Kawakawa スマ Euthynnus affinis 207 
Bigeye scad メアジ Selar crumenophthalmus 181 

Goldstripe sardinella  Sardinella gibbosa 141 
Frigate tuna ヒラソウダ Auxis thazard 121 

Yellowstripe scad ホソヒラアジ Selaroides leptolepis 116 

 

4) 操業範囲 

複数の DNA 解析結果から中西部太平洋と東部太平洋で系群が異なることが示唆されて

いること、さらに、両海域ではえ縄の CPUE トレンドが異なることから、両者は別系群

であると判断されている (井嶋, 2019a）。漁場の詳細は情報が少ない。 

 

5) 操業の時空間分布 

 
図. 北太平洋のメカジキ系群の分布域（井嶋 2019a から転載） 

中西部太平洋系群の分布は黒線で示した赤道以北の海域、東部太平洋系群の分布は黄線で示し

た海域、両系群の境界線は青い点線で示した。 
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6) 同時漁獲種：  

利用種： 

はえ縄で漁獲されるまぐろ類はメバチ、ビンナガ、キハダで、はえ縄による漁獲物が市

場に出回るまぐろ類の 95％以上を占めるとされるが（Clarke et al. 2014)、混獲種も含め

た魚種別漁獲量については対象海域全体の統計が把握できなかったため、我が国の農林

水産統計の遠洋まぐろはえ縄および近海まぐろはえ縄魚種別漁獲量を参照し、上位 75%

を占める魚種を以下に示した。 

 

我が国の 2017 年農林水産統計による遠洋まぐろはえ縄および近海まぐろはえ縄漁獲量 

魚種 漁獲量(ﾄﾝ) 比率(%) 

ビンナガ 15,677 30.6 

メバチ 13,363 26.1 

キハダ 8,371 16.3 

さめ類 6,457 12.6 

 

したがって，ビンナガ、メバチ、キハダ、さめ類を混獲利用種とする。ただし、さめ類

の種別漁獲量は不明なため、さめ類漁獲量を Clarke et al.(2014）における中・西部太平

洋におけるまぐろはえ縄で漁獲されたさめ類の 2000～2009 年の平均漁獲尾数で按分し

た。 

魚種 漁獲尾数 推定漁獲量（トン） 比率(%) 

ヨシキリザメ 793 7,384 17.3 

アオザメ 64 595 1.4 

ヨゴレ 89 824 1.9 

クロトガリザメ 144 1,343 3.1 

オナガ 71 662 1.5 

 

非利用種： 

中・西部太平洋におけるはえ縄の混獲種で非利用種と考えられるのは以下の通りである

(Clarke et al. 2014）。 

海亀類：アオウミガメ、アカウミガメ、タイマイ、オサガメ、ヒメウミガメ。この中で

アカウミガメは南北太平洋においてはえ縄の 1000 針当り混獲数が 0.01 を超え特異

的に高いとされる。 

海鳥類：クロアシアホウドリ、コアホウドリなどアホウドリ科、及び Macronectes, 

Pterodroma, Procellaria 属などのミズナギドリ科鳥類が混獲の候補である。ただし海鳥

類は熱帯域での混獲は稀とされる。 

海産ほ乳類：ハワイ沖のデータでは、影響が大きいとされるのはオキゴンドウである。 

硬骨魚類：シイラの 4～18％、アカマンボウの 3～50％、バラムツの 23～73％、マンボ
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ウの 48～98％は投棄される。 

7) 希少種： 

環境省による 2019 年レッドデータブック掲載種の中で、生息環境が中西部太平洋と重

複する動物は以下の通りである(環境省 2019)。 

爬虫類 

アカウミガメ（EN）、アオウミガメ（VU）、タイマイ（EN） 

鳥類 

ウミスズメ（CR）、コアホウドリ（EN）、アカアシカツオドリ（EN）、アホウドリ（VU）、

ヒメクロウミツバメ（VU）、オオアジサシ（VU）、ベニアジサシ（VU）、エリグロアジシ

（VU） 

 

メカジキを対象とする操業は海洋で行われているため、淡水・汽水魚は除外した。 
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2.1 操業域の環境・生態系情報，科学調査，モニタリング 

2.1.1 基盤情報の蓄積 

中西部太平洋における生態系と混獲の問題、生態系モデル解析、はえ縄による混獲情報

が取りまとめられており(MRAG Americas, Inc, 2002; Allain et al, 2015; Clarke et al, 2014）、

4 点とした。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報

はない。 

 部分的だが利

用できる情報

がある。 

リスクベース

評価を実施で

きる情報があ

る。 

現場観測による時系列デ

ータや生態系モデルに基

づく評価を実施できるだ

けの情報が揃っている。 

 

2.1.2 科学調査の実施 

中西部太平洋において、熱帯まぐろ類とカツオの仔稚魚を対象とした調査船調査が不定

期的に実施されている。また当調査において、動物プランクトン採集や海洋環境調査も

実施されているため(Uosaki et al, 2016)、3 点とした。 

1点 2点 3点 4点 5点 

科学調査は実施

されていない。 

 海洋環境や生態系

について部分的・

不定期的に調査が

実施されている。

海洋環境や生態系

に関する一通りの

調査が定期的に実

施されている。 

海洋環境モニタリン

グや生態系モデリン

グに応用可能な調査

が継続されている。 

 

2.1.3 漁業活動を通じたモニタリング 

2008 年から中西部太平洋において、科学オブザーバー計画が確立され、はえ縄やまき

網による漁獲物及び混獲物の漁獲実績及びサイズ情報が取得される体制が整い、混獲や

漁獲物組成等について部分的な情報が収集可能となっているので、3 点とした(WCPFC, 

2007)。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁業活動から情

報は収集されて

いない。 

 混獲や漁獲物組

成等について部

分的な情報を収

集可能である。 

混獲や漁獲物組

成等に関して代

表性のある一通

りの情報を収集

可能である。 

漁業を通じて海洋環境

や生態系の状態をモニ

タリングできる体制が

あり、順応的管理に応

用可能である。 

 

2.2 同時漁獲種 

2.2.1 混獲利用種 

まぐろ類のはえ縄でメカジキと同時に漁獲されるビンナガ、キハダ、メバチ、さめ類の
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中で、漁獲量の大きいヨシキリザメ（総漁獲量の推定 17.3％）、クロトガリザメ（同 3.1％）

をメカジキの混獲種とし、資源状態から評価を実施した結果 3 点となった。 

はえ縄混獲種評価結果 

評価対象漁業 はえ縄 

評価対象海域 中西部北太平洋 

評価対象魚種 メカジキ 

評価項目番号 2.2.1 

評価項目 混獲種への影響 

評価対象要素 資源量 3 

再生産能力  

年齢・サイズ組成  

分布域  

その他：  

評価根拠概要 クロトガリザメについては資源状態が懸念されるため3点とする。 

評価根拠  混獲種であるビンナガ（北太平洋）、キハダ（中西部太平洋）、メバチ（中

西部太平洋）、ヨシキリザメ（北太平洋）、クロトガリザメ（中西部太平洋）

の資源状態は以下の通りである。 

・ビンナガ北太平洋：資源の水準・動向は中位・横ばい。SSBMSY（メスのみ）

＝2.4万トンに対し、SSB2015（メスのみ）は8.0 万トンと推定され、F2012-2014

／FMSYは0.61とされることから資源は乱獲ではなく、漁獲圧は過剰ではない

と考えられる（清藤 2019a）。 

・キハダ中西部太平洋：資源の水準は中位～低位、動向は横ばいである。2012

～2015年の平均の産卵資源量のレベル（SB2012-2015／SBF=0）は0.33であり、

限界管理基準値（SB/SBF=0=0.20）を上回っている。2012～2015年の平均漁獲

係数はFmsyを下回った（F2012-2015／FMSY=0.74）。つまり資源は乱獲状態の可

能性は低く、漁獲圧は過剰でない可能性が高い（佐藤 2019a）。 

・メバチ中西部太平洋：資源の水準・動向は中位・横ばい。2012年から2015 

年の平均の産卵資源量のレベルSB2012-2015／SBF=0は0.32であり限界管理基

準値（SB／SBF=0＝0.20）を上回っている。F2012-2015/FMSY = 0.83であり漁獲

圧は過剰でない可能性が高い（佐藤 2019b）。 

・ヨシキリザメ北太平洋：資源の水準・動向は中位～高位、横ばい。B2015／

Bmsy＝1.69、F2011／Fmsy＝0.38とされる（甲斐・藤波 2019）。 

・クロトガリザメ中西部太平洋：資源の水準・動向は低位・減少、産卵資源

量はMSYレベルを下回り（SBcurrent／SBmsy＝0.7）、現状の漁獲圧はMSY水準

を大きく上回っている（Fcurrent／Fmsy＝4.48）（仙波 2019）。 

 以上の通りメカジキ混獲種についてはクロトガリザメの資源状態が懸念

されるためスコアは3点とする。 

 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を

実施で

きな

い。 

混獲利用種の中

に資源状態が悪

い種もしくは混

獲による悪影響

のリスクが懸念

される種が多く

含まれる。 

混獲利用種の中に混獲に

よる資源への悪影響が懸

念される種が少数含まれ

る。CAやPSAにおいて悪

影響のリスクは総合的に

低いが、悪影響が懸念さ

れる種が少数含まれる。

混獲利用種の中

に資源状態が悪

い種もしくは混

獲による悪影響

のリスクが懸念

される種が含ま

れない。 

個別資源評価に

基づき、混獲利

用種の資源状態

は良好であり、

混獲は持続可能

な水準にあると

判断される。 
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2.2.2 混獲非利用種 

海産爬虫類では、アオウミガメ、アカウミガメ、タイマイ、オサガメ、ヒメウミガメな

どが混獲投棄される。これらのうち定量的な資源量情報が不足している種については、

Kirby and Hobday (2007)によって PSA による評価が実施されている。その結果、はえ縄

の潜在的なリスクはアオウミガメ、アカウミガメ、タイマイ、ヒメウミガメでは高い、

オサガメでは表層で中程度、深層で低いと判断されており、全体的にリスクが高いと考

えられる。Kirby and Hobday (2007)によれば、アカマンボウへのリスクは中程度、マン

ボウでは深層で中程度、表層では低い、シイラについては中程度、バラムツは低いと判

断されている。Kelleher（2005）によれば、まぐろ及び高度回遊性魚類のはえ縄漁業の投

棄率は 28.5％とされるがその内訳は不明である。中部西太平洋では硬骨魚類はアカマン

ボウ、マンボウ、シイラ、バラムツの混獲が大きいが、シイラ以外は漁獲量統計がなく

資源の動向は不明である。シイラについては、太平洋中西部の漁獲量は図 2.2.2 の如く

2000 年代以降増加傾向が顕著である。以上の如く、混獲種の中には、はえ縄の混獲によ

る潜在的なリスクが中程度から高いと判断されるものが複数含まれるため全体のスコ

アは 2 点とした。 

 

 

 

 

 

図 2.2.2 中西

部太平洋におけ

るシイラ漁獲量

（FA0 2018） 

 
1点 2点 3点 4点 5点 

評価を

実施で

きな

い。 

混獲非利用種の中

に資源状態が悪い

種が多数含まれ

る。PSAにおいて

悪影響のリスクが

総合的に高く、悪

影響が懸念される

種が含まれる。 

混獲非利用種の中に

資源状態が悪い種が

少数含まれる。PSAに

おいて悪影響のリス

クは総合的に低い

が、悪影響が懸念さ

れる種が少数含まれ

る。 

混獲非利用種の中

に資源状態が悪い

種は含まれない。

PSAにおいて悪影響

のリスクは低く、

悪影響が懸念され

る種は含まれな

い。 

混獲非利用種の

個別資源評価に

より、混獲は資

源に悪影響を及

ぼさない持続可

能レベルにある

と判断できる。 

 

2.2.3 希少種 

環境省が指定した絶滅危惧種のうち、評価対象水域と分布域が重複する種は、アカウミ

ガメ、アオウミガメ、タイマイ、ウミスズメ、コアホウドリ、アカアシカツオドリ、ア
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ホウドリ、ヒメクロウミツバメ、オオアジサシ、ベニアジサシ、エリグロアジサシであ

る(環境省 2019)。 

これらの種について PSA でリスク評価したものが表 2.2.3a，b、生物特性値等をまとめ

たものが表 2.2.3c である。全体としては低かったが、アカウミガメ、アオウミガメ、

タイマイのリスクが高いと判断されたため、3 点とした。 

表 2.2.3a 希少種の PSA 評価結果（はえ縄） 

 

 

表 2.2.3c. 希少種の生産性に関する生物特性値 

 評価対象生物 成熟開

始年齢

(年) 

最 大

年 齢

(年) 

抱

卵

数 

最大体

長(cm)

成熟体

長(cm)

栄 養

段 階

TL 

出典 

アカウミガメ 35 70～

80 

400 110 80 4 南・菅沼(2017), 石原
(2012), IUCN (2017) 

アオウミガメ 19 70～

80 

400 100 92 2.1 南・菅沼(2017), 石原
(2012), Seminoff (2004) 

タイマイ 30-50 20-

40 

96-

200

80 60 2.1 南・菅沼(2017), 石原

(2012), UMMZ(2019) 
ウミスズメ 2 7 2 26 24 3.8 叶内ほか(1998), Preikshot 

(2005)，HAGR (2017) 
コアホウドリ 8 55 1 81 79 4+ 浜口ほか(1985), Gales 

(1993) 
アカアシカツオド

リ 

2 20+ 1 80 70 4+ 高野（1981） 

アホウドリ 5 25+ 1 94 84 4+ 長谷川(1998) 
ヒメクロウミツバ

メ 

2 6 1 20 19 3.6 浜口ほか(1985), 
Klimkiewicz et al. (1983) 

オオアジサシ 3 21 1.5 53 43 3.8 浜口ほか(1985), Milessi et 
al. (2010) 

ベニアジサシ 不明 23 1–3 76 67 不明 山階鳥類研究所 (2017) 
エリグロアジサシ 不明 23 2 76 67 不明 山階鳥類研究所 (2017) 

UMMZ: University of Michigan Museum of Zoology 

HAGR: Human Ageing Genomic Resources 

 
 

評価対象生物 P（生産性，Productivity）スコア S（感受性，Susceptibiliity）スコア PSA評価結果

採点項目 標準和名
脊椎動物or

無脊椎動物

成
熟

開
始

年
齢

最
高

年
齢

抱
卵
数

最
大

体
長

成
熟

体
長

繁
殖

戦
略

栄
養

段
階

密
度

依
存

性

P
ス
コ
ア
総

合
点

（
算
術
平

均
）

水
平

分
布

重
複
度

鉛
直

分
布

重
複
度

漁
具

の
選

択
性

遭
遇

後
死

亡
率

S
ス
コ
ア
総

合
点

（
幾
何
平

均
） PSA

スコア
リスク区分

2.2.3 アカウミガメ 脊椎動物 3 3 2 2 2 2 3 2.43 2 3 2 2 2.21 3.29 高い

2.2.3 アオウミガメ 脊椎動物 2 3 2 2 2 2 3 2.29 2 3 2 2 2.21 3.18 高い

2.2.3 タイマイ 脊椎動物 3 3 2 2 2 2 3 2.43 2 3 2 2 2.21 3.29 高い

2.2.3 ウミスズメ 脊椎動物 1 1 3 1 1 2 3 1.71 1 1 1 2 1.19 2.09 低い

2.2.3 コアホウドリ 脊椎動物 2 3 3 1 2 2 3 2.29 1 1 1 2 1.19 2.58 低い

2.2.3
アカアシカツ

オドリ
脊椎動物 1 2 3 1 2 2 3 2.00 1 2 1 2 1.41 2.45 低い

2.2.3 アホウドリ 脊椎動物 2 2 3 1 2 2 3 2.14 1 1 1 2 1.19 2.45 低い

2.2.3
ヒメクロウミツ

バメ
脊椎動物 1 1 3 1 1 2 3 1.71 1 1 1 2 1.19 2.09 低い

2.2.3 オオアジサシ 脊椎動物 1 1 3 3 1 2 3 2.00 1 1 1 2 1.19 2.33 低い

2.2.3 ベニアジサシ 脊椎動物 不明 2 3 1 1 2 不明 1.80 1 1 1 2 1.19 2.16 低い

2.2.3
エリグロアジ

サシ
脊椎動物 不明 2 3 1 1 2 不明 1.80 1 1 1 2 1.19 2.16 低い

対象漁業 はえ縄 対象海域 中西部太平洋 PSAスコア全体平均 2.55 低い
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表 2.2.3d PSA 評価採点 

  P（生産性スコア） 1（高生産性） 2（中生産性） 3（低生産性） 

P1 成熟開始年齢 < 5年 5-15年 > 15年 

P2 最高年齢（平均） < 10歳 10-25歳 > 25歳 

P3 抱卵数 > 20,000卵／年 100-20,000卵／年 < 100卵／年 

P4 最大体長（平均） < 100 cm 100-300 cm > 300 cm 

P5 成熟体長（平均） < 40 cm 40-200 cm > 200 cm 

P6 繁殖戦略 浮性卵放卵型 沈性卵産み付け型 胎生・卵胎生 

P7 栄養段階 < 2.75 2.75-3.25 > 3.25 

P8 密度依存性 （無脊

椎動物のみ適用） 

低密度における補

償作用が認められ

る 

密度補償作用は認

められない 

低密度における逆補償

作用(アリー効果）が認

められる 

P Pスコア総合点 算術平均により計算する =(P1+P2+…Pn)/n 

  S（感受性スコア） 1（低感受性） 2（中感受性） 3（高感受性） 

S1 水平分布重複度 < 10 % 10-30 % > 30% 

S2 鉛直分布重複度 漁具との遭遇確率

低い 

漁具との遭遇確率

は中程度 

漁具との遭遇確率高い 

S3 漁具の選択性 成熟年齢以下の個

体は漁獲されにく

い 

成熟年齢以下の個

体が一般的に漁獲

される 

成熟年齢以下の個体が

頻繁に漁獲される 

S4 遭遇後死亡率 漁獲後放流された

個体の多くが生存

することを示す証

拠がある 

漁獲後放流された

個体の一部が生存

することを示す証

拠がある 

漁獲後保持される，も

しくは漁獲後放流され

ても大半が死亡する 

S Sスコア総合点 幾何平均により計算する '=(S1*S2*...Sn)^(1/n) 

  PSAスコア < 2.64 低い 2.64-3.18 中程度 > 3.18 高い 

  PSAスコア総合点 PとSのユークリッド距離として計算する '=SQRT(P^2 +S^2) 

  全体評価 PSAスコア全体平均値および高リスク種の有無に基づき評価する 

 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を

実施で

きな

い。 

希少種の中に資源状態

が悪く、当該漁業によ

る悪影響が懸念される

種が含まれる。PSAや

CAにおいて悪影響のリ

スクが総合的に高く、

悪影響が懸念される種

が含まれる。 

希少種の中に資源

状態が悪い種が少

数含まれる。PSAや

CAにおいて悪影響

のリスクは総合的

に低いが、悪影響

が懸念される種が

少数含まれる。 

希少種の中に資源

状態が悪い種は含

まれない。PSAやCA

において悪影響の

リスクは総合的に

低く、悪影響が懸

念される種は含ま

れない。 

希少種の個

別評価に基

づき、対象

漁業は希少

種の存続を

脅かさない

と判断でき

る。 

 

2.3 生態系・環境 

2.3.1 食物網を通じた間接作用 

2.3.1.1 捕食者 

メカジキは外洋の表層生態系において、ほぼ最高位捕食者に位置すると考えられるため
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捕食者はいないと考え 5 点とした。 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を

実施で

きな

い。 

多数の捕食者に

定向的変化や変

化幅の増大など

の影響が懸念さ

れる。 

一部の捕食者に

定向的変化や変

化幅の増大など

の影響が懸念さ

れる。 

CAにより対象漁業

の漁獲・混獲によ

って捕食者が受け

る悪影響は検出さ

れない。 

生態系モデルベースの評

価により、食物網を通じ

た捕食者への間接影響は

持続可能なレベルにある

と判断できる。 

 

2.3.1.2 餌生物 

メカジキは高位捕食者としてカツオ、ビンナガ、シイラ、ツムブリ、イカ類、小型浮魚

類などを捕食している（Allain et al. 2015）。これらの餌生物について CA 評価を行った

結果 4 点となった。 

 

混獲種評価結果 
評価対象漁業 はえ縄 

評価対象海域 中西部太平洋 

評価対象魚種 メカジキ 

評価項目番号 2.3.1.2 

評価項目 餌生物への影響 

評価対象要素 資源量 4 

再生産能力  

年齢・サイズ組成  

分布域  

その他：  

評価根拠概要 メカジキの餌生物あるカツオ、ビンナガ、シイラ、ツムブリについて資

源状態が懸念されるものはなく、いか類、小型浮き魚類については特定

の種に悪影響が及んでいる状況は考えにくいため4点とする。 

評価根拠 メカジキの餌生物と考えられるカツオ（中西部太平洋）、ビンナガ（北太

平洋）、シイラ、ツムブリ、いか類、小型浮魚類のうちカツオ、ビンナガ

は資源評価が行われている。シイラ、ツムブリについては資源評価が行

われていないため、FAO漁獲統計から中西部太平洋での漁獲量（FAO 

2018）を資源豊度の指標として用いた。カツオ、ビンナガの資源状態は

以下の通りである。 

・カツオ中西部太平洋：資源水準は高位、動向は不明である。現在

（2011～2014年）の漁獲圧はMSY水準を下回っており（Frecent／Fmsy＝

0.45）、産卵資源量はMSYレベルを上回っていた（SBrecent／SBmsy＝

2.31）（清藤 2019b）。 

・ビンナガ北太平洋：資源の水準・動向は中位・横ばい。SSBMSY（メスの

み）＝2.4 万トンに対し、SSB2015（メスのみ）は8.0 万トンと推定さ

れ、F2012-2014／FMSYは0.61とされることから資源は乱獲ではなく、漁獲圧

は過剰ではないと考えられる（清藤 2019a）。 

・シイラ、ツムブリの漁獲量を図2.3.1.2に示す。シイラは近年は増加傾

向、ツムブリは長期的に見て横ばい傾向である。 

以上のように資源評価された魚種、あるいは資源量の指標が存在する餌

生物の中で資源状態が悪いものは見当たらない。 



 
 

27

いか類、小型浮き魚類については、資源状態は不明であり。個々には資

源変動している種もいる可能性があるが、まぐろ類は資源量の多い餌を

採る日和見食性を示すことが通常のため、特定の餌生物に悪影響を与え

る可能性は小さいであろう。以上のことから餌生物が受ける悪影響は現

状では考えられないため4点とする。 

  図2.3.1.2 中西部太平洋におけるシイラ、ツムブリ漁獲量 

 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を

実施で

きな

い。 

多数の餌生物に

定向的変化や変

化幅の増大など

の影響が懸念さ

れる。 

一部の餌生物に

定向的変化や変

化幅の増大など

の影響が懸念さ

れる。 

CAにより対象漁業

の漁獲・混獲によ

って餌生物が受け

る悪影響は検出さ

れない。 

生態系モデルベースの評

価により、食物網を通じ

た餌生物への間接影響は

持続可能なレベルにある

と判断できる。 

 

2.3.1.3 競争者 

生態系においてメカジキと同様に高次捕食者と位置づけられる魚種は競争者である可

能性がある。これらの魚種の個別資源評価に基づく資源水準・資源動向は、 

・メバチ（中西部太平洋）：中位・横ばい（佐藤 2019b） 

・メカジキ（中西部北太平洋系群）：高位・安定（井嶋 2019b） 

・クロカジキ（太平洋）：中位・安定（井嶋 2019c） 

・ヨシキリザメ（北太平洋）中位～高位・横ばい（甲斐・藤波 2019） 

・アオザメ（北太平洋）：水準は調査中、動向は横ばい（仙波・甲斐 2019） 

・ヨゴレ（北太平洋）：水準は調査中、動向は減少（仙波・倉島 2019） 

・クロトガリザメ（中西部太平洋）：低位・減少（仙波 2019） 

クロトガリザメが低位・減少と評価されおり、一部の競争者に定方向的変化の影響が懸

念されるため、3 点とした。 
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1点 2点 3点 4点 5点 

評価を

実施で

きな

い。 

多数の競争者に

定向的変化や変

化幅の増大など

の影響が懸念さ

れる。 

一部の競争者に

定向的変化や変

化幅の増大など

の影響が懸念さ

れる。 

CAにより対象漁業

の漁獲・混獲によ

って競争者が受け

る悪影響は検出さ

れない。 

生態系モデルベースの評

価により、食物網を通じ

た競争者への間接影響は

持続可能なレベルにある

と判断できる。 

 

2.3.2 生態系全体 

中西部太平洋および北太平洋で資源評価が行われているクロマグロ、ビンナガ、キハダ、

メバチ、メカジキ、マカジキ、クロカジキ、カツオ、ヨシキリザメ、アオザメ、クロト

ガリザメ、ヨゴレなど 12 種のうち、資源水準が中位以上の種類は 7 種で 58%、資源動

向が減少でない種類は 8 種 67%である(中塚ほか 2019; 清藤 2019a; 佐藤 2019a; 佐藤 

2019b; 井嶋 2019a; 井嶋 2019b; 井嶋 2019c； 清藤 2019b; 甲斐・藤波 2019；仙波・甲

斐 2019; 仙波 2019；仙波・倉島 2019; Clarke et al. 2014）。また、Allain et al. (2015)によ

ると漁獲物全体の平均栄養段階水準は 1980 年から 2000 年にかけて増加傾向を示し、そ

の後、横ばい状態を示している（図 2.3.2a）。しかし、小型魚や大型魚など栄養段階が高

い種の多様性と生物量は 2000 年以降に大きく変化しながら増減しているとされている。

従って、対象漁業による影響の強さは重篤ではないが、生態系特性の変化が一部懸念され

ることから 3 点とする。 

 

図 2.3.2a 漁獲物の平均栄養段階（Allain et al. 2015 より転載） 

 
1点 2点 3点 4点 5点 

評価を実施

できない。 

対象漁業による影

響の強さが重篤で

ある、もしくは生

態系特性の定向的

変化や変化幅拡大

が起こっているこ

とが懸念される。 

対象漁業による影

響の強さは重篤で

はないが、生態系

特性の変化や変化

幅拡大などが一部

起こっている懸念

がある。 

SICAにより対象漁

業による影響の強

さは重篤ではな

く、生態系特性に

不可逆的な変化は

起こっていないと

判断できる。 

生態系の時系列

情報に基づく評

価により、生態

系に不可逆的な

変化が起こって

いないと判断で

きる。 
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2.3.3 海底環境（着底漁具を用いる漁業） 

はえ縄は着底漁具ではないため、5 点とした。 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を実施

できない。 

当該漁業による海

底環境への影響の

インパクトが重篤

であり、漁場の広

い範囲で海底環境

の変化が懸念され

る。 

当該漁業による海

底環境への影響の

インパクトは重篤

ではないと判断さ

れるが、漁場の一

部で海底環境の変

化が懸念される。 

SICAにより当該

漁業が海底環境

に及ぼすインパ

クトおよび海底

環境の変化が重

篤ではないと判

断できる。 

時空間情報にも

とづく海底環境

影響評価によ

り、対象漁業は

重篤な悪影響を

及ぼしていない

と判断できる。 

 

2.3.4 水質環境 

中西部太平洋まぐろ類委員会（WCPFC）および太平洋地域環境計画事務局（SPREP）

によって定められた規定により、評価対象海域で操業する漁船には必要に応じて科学オ

ブザーバーが乗船し、汚染・投棄の有無について記録することになっている。しかしな

がら、船籍別の汚染・投棄の有無に関する情報は十分に収集されておらず、我が国の漁

船による水質環境の影響は不明である。 

日本漁船からの海洋への汚染や廃棄物の投棄については、海洋汚染防止法並びに海洋汚

染等及び海上災害の防止に関する法律施行令によって規制されている。これにより総ト

ン数 100 トン以上の船舶には油水分離機の設置義務があり、排出可能な水域と濃度並

びに排出方法が限定されている。WCPFC 海域における日本漁船による海洋汚染や廃棄

物の投棄についての違反報告は見いだせなかったことから、必要装備を利用し国内法規

を遵守した操業が行われているものと解釈し、4 点とした。 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を実

施できな

い。 

多くの物質に関

して対象漁業か

らの排出が水質

環境へ及ぼす悪

影響が懸念され

る。 

一部物質に関し

て対象漁業から

の排出が水質環

境へ及ぼす悪影

響が懸念され

る。 

対象漁業からの排

出物は適切に管理

されており、水質

環境への負荷は軽

微であると判断さ

れる。 

対象漁業による水質環境

への負荷を低減する取り

組みが実施されており、

対象水域における濃度や

蓄積量が低いことが確認

されている。 

 

2.3.5 大気環境 

長谷川 (2010)によれば､我が国の漁業種類ごとの単位漁獲量あたり排出量 t-CO2/t）は

下記の通りである。 

小型底びき網旋びきその他 1.407 

沖合底曳き網１そうびき 0.924 

船びき網 2.130 

中小型１そうまき巾着網 0.553 
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大中型その他の１そうまき網 0.648 

大中型かつおまぐろ1そうまき網 1.632 

さんま棒うけ網 0.714 

沿岸まぐろはえ縄 4.835 

近海まぐろはえ縄 3.872 

遠洋まぐろはえ縄 8.744 

沿岸かつお一本釣り 1.448 

近海かつお一本釣り 1.541 

遠洋かつお一本釣り 1.686 

沿岸いか釣り 7.144 

近海いか釣り 2.373 

遠洋いか釣り 1.510 

 

まぐろはえ縄は 3.9-8.7 と我が国漁業の中でも高い CO2 排出量となっている。従って、

一部物質に関して対象漁業からの排出ガスによる大気環境への悪影響が懸念されるこ

とから、3 点とした。 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を

実施で

きな

い。 

多くの物質に関

して対象漁業か

らの排出ガスに

よる大気環境へ

の悪影響が懸念

される。 

一部物質に関し

て対象漁業から

の排出ガスによ

る大気環境への

悪影響が懸念さ

れる。 

対象漁業からの排

出ガスは適切に管

理されており、大

気環境への負荷は

軽微であると判断

される。 

対象漁業による大気環境

への負荷を軽減するため

の取り組みが実施されて

おり、大気環境に悪影響

が及んでいないことが確

認されている。 
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3．漁業の管理 

概要 

管理施策の内容（3.1） 

 WCPFC、IATTC 側でも資源は高位で安定か増加とされている。メカジキを漁獲する

遠洋、近海まぐろはえ縄漁業は大臣許可漁業であり、インプット・コントロールが成立

している（3.1.1 5 点）。両漁業は、農林水産大臣が事前に漁業ごとにトン数や海域を公示

し、申請を受けて許可証を発給している（3.1.2 3 点）。採捕してはならない魚種や海亀

や海鳥の保存措置のため漁具の制限が決められている（3.1.3.1 5 点）。漁業構造改革総

合対策事業において燃油使用量の削減、抑制を漁業者団体が主導した（3.1.3.2 5 点）。 

 

執行の体制（3.2） 

 WCPFC、IATTC が管理するメカジキ太平洋は中西部北太平洋系群と東部太平洋北部

系群からなる。これら組織及び ISC とは、水産庁国際課がかつお・まぐろ漁業室を中心

に連携を図っている。メカジキを漁獲する大臣許可遠洋、近海はえ縄漁業は水産庁国際

課かつお・まぐろ漁業室で指導、監督している。管理体制が確立し機能している（3.2.1.1 

5 点）。遠洋、近海まぐろはえ縄漁業では農林水産大臣が命じたときは、オブザーバーを

乗船させなければならない。ポジティブリストの掲載漁船で漁獲されたことの証明書等

による輸入事前確認手続きは、水産庁に一元化された（3.2.1.2 5 点）。漁業法関連法、省

令に違反した場合、免許、許可の取り消しや懲役刑、罰金あるいはその併科となる

（3.2.1.3 5 点）。管理機関等による管理目標、資源評価、管理措置等に従って資源管理指

針を見直し、省令等を改定してきたことを順応的管理に準ずる施策と評価した（3.2.2 4

点）。 

 

共同管理の取り組み（3.3） 

 大臣許可漁業であるため、漁業者は全て公的に特定できる（3.3.1.1 5 点）。漁業者は業

種別漁業協同組合、協会等の団体に所属し、近海まぐろはえ縄漁業者の多くは沿海漁業

協同組合にも属している（3.3.1.2 5 点）。我が国の海洋生物資源の資源管理指針の下で

漁業者は自主的に休漁等に取組んでいる（3.3.1.3 3 点）。漁業構造改革総合対策事業に

おいて 漁業者団体が課題をもって改革計画や実証事業を主導してきており、日本かつ

お・まぐろ漁業協同組合は日本かつお・まぐろ漁業協同株式会社を組織し、漁獲物の販

売と適正魚価の維持のため販売事業に当たっている（3.3.1.4 5 点）。自主的及び公的管

理への主体的な参画も進んでいる（3.3.2.1 4 点 3.3.2.2 5 点）。水産政策審議会資源管理
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分科会には利害関係者も参画しており、WCPFC の年次会合や科学委員会等へも NGO

が参加している（3.3.2.3 5 点）。 

 

評価範囲 

①  評価対象漁業の特定 

 メカジキ北太平洋を漁獲する主要な漁業に限って特定すべきであるが、漁業・養殖業

生産統計ではそれができないため、ここでは我が国による 2017 年のメカジキ（インド

洋、北大西洋、南大西洋を含む）漁獲量（農林水産省 2018a）について検討して対象漁

業種類を特定する。メカジキは主に遠洋まぐろはえ縄漁業、近海まぐろはえ縄漁業で漁

獲されている。インド洋、北大西洋、南大西洋での漁獲割合は小さいため、遠洋まぐろ

はえ縄漁業、近海まぐろはえ縄漁業をそのまま評価対象として採用した。 

 

② 評価対象都道府県の特定 

 本種については<遠洋まぐろはえ縄漁業では岩手県、宮城県、福島県、東京都、神奈

川県、静岡県、三重県、高知県、鹿児島県での漁獲量が多く、近海まぐろはえ縄漁業で

は宮城県、高知県、宮崎県の漁獲量が多い。2017 年ではこれらの県、漁業種類で全国の

メカジキ漁獲量の 78%を漁獲している。これらの都県、漁業種類を評価対象として特定

する。 

 

③ 評価対象漁業に関する情報の集約と記述 

 評価対象県の評価対象漁業について、以下の情報を集約する。 

1）許可証、および各種管理施策の内容 

2）監視体制や罰則、順応的管理の取り組みなどの執行体制 

3）関係者の特定や組織化、意思決定への参画への共同管理の取り組み 

4）関係者による生態系保全活動 

 

  



 
 

36

3.1 管理施策の内容 

3.1.1 インプット・コントロール又はアウトプット・コントロール 

 2018 年 4 月に ISC かじき類作業部会は、中西部北太平洋系群の最新の資源評価を実

施し、現在の資源は乱獲状態になく、漁獲も過剰漁獲状態ではないとされた。東部太平

洋北部系群については、2014 年の結果を踏襲し、現在乱獲状態ではないものの、過剰漁

獲に陥りつつあるとされた。これらの結果は同年の WCPFC 科学委員会に報告された

（井嶋 2019）。北太平洋メカジキには資源管理措置はなく、引き続き議論を継続するこ

ととなっている（水産庁 2018a）。遠洋まぐろはえ縄漁業（遠洋かつお・まぐろ漁業）と

近海まぐろはえ縄漁業（近海かつお・まぐろ漁業）は、大臣許可漁業である。国が作成

する資源管理指針において本種については、地域漁業管理機関を通じた適切な資源管理

措置の導入・実施に向けた働きかけを継続するとともに、我が国としてもこれ以上資源

に影響を及ぼすことのないよう漁獲圧をこれ以上増やさないように管理していくこと

とし、自主的措置としては遠洋、近海まぐろはえ縄漁業では休漁に取り組む必要がある

としている（水産庁 2018b）。WCPFC、IATTC 側でも資源は高位で安定か増加とされて

いる（井嶋 2019）。インプット・コントロールが導入されている。漁獲量の上限は定め

られておらず、アウトプット・コントロールは導入されていない。以上より 5 点を配点

する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

インプット・コントロー

ルとアウトプット・コン

トロールのどちらも施策

に含まれておらず、目標

を大きく上回っている 

. インプット・コン

トロールもしくは

アウトプット・コ

ントロールが導入

されている 

. インプット・コントロー

ルもしくはアウトプッ

ト・コントロールを適切

に実施し、漁獲圧を有効

に制御できている 

 

3.1.2 テクニカル・コントロール 

 遠洋まぐろはえ縄漁業、近海まぐろはえ縄漁業は指定漁業であり、農林水産大臣がト

ン数や海域を公示して申請を受けて許可証を発給し、許可証を持つ漁業者が操業してい

る。テクニカル・コントロールが一部導入されており、3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

テクニカル・コント

ロールの施策が全く

導入されていない 

. テクニカル・コントロ

ールの施策が一部導入

されている 

. テクニカル・コント

ロール施策が十分に

導入されている 
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3.1.3 生態系の保全施策 

3.1.3.1 環境や生態系への漁具による影響を制御するための規制 

 遠洋かつお・まぐろ漁業者（浮きはえ縄を使用する者に限る。）は、農林水産大臣が

別に定めて告示する海域において、我が国が締結した漁業に関する条約その他の国際的

な約束に記された漁具に関する制限を守るため、当該海域ごとに農林水産大臣が別に定

めて告示するものに違反して操業してはならないとされている。例えば海亀の保存管理

措置では大型のサークルフックのみを使用する等が挙げられ、海鳥の保存管理措置のた

めの漁具の制限も告示されている（「指定漁業の許可及び取締り等に関する省令第五十

六条の二の規定に基づき、農林水産大臣が定める海域及び漁具に関する制限を定める件

の一部を改正する件」及び「特定大臣許可漁業等の取締りに関する省令第二十条の二の

規定に基づき、農林水産大臣が定める漁具に関する制限を定める件の一部を改正する件」

について）。近海かつお・まぐろ漁業者についてもこの規定を準用する。中西部太平洋

条約海域における遠洋かつお・まぐろ漁業によるクロトガリザメ、ヨゴレの採捕は禁止

されている（農林水産省 2018b）。近海かつお・まぐろ漁業においても同様である。以

上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

規制が全く導入されてお

らず、環境や生態系への

影響が発生している 

一部に導入さ

れているが、

十分ではない

. 相当程度、施策

が導入されてい

る 

十分かつ有効に

施策が導入され

ている 

 

3.1.3.2 生態系の保全修復活動 

 遠洋まぐろはえ縄漁業では、省エネ運航の徹底のため、低燃費防汚塗料、新型プロペ

ラの導入、冷凍機のインバーター、アンロード及び吸入制御等について検討した結果、

これらは新造船・既存船に導入でき、燃油消費量 10%以上の削減効果があると報告され

ている（日本かつお・まぐろ漁業協同組合 2018a）。漁場の広域化による消費燃油量の

増加が進む近海まぐろはえ縄漁業でも、定周波発電装置の設置、低抵抗性塗料の使用及

び、潮流計の設置による省エネ航行に努め、消費燃油量を抑制することを協会が主導し

ている（全国近海かつお・まぐろ漁業協会 2015）。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

生態系の保全・再生活

動が行われていない 

. 生態系の保全活動が

一部行われている 

. 生態系の保全活動が

活発に行われている 
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3.2 執行の体制 

3.2.1 管理の執行 

3.2.1.1 管轄範囲 

 WCPFC、IATTC が管理するメカジキ太平洋は中西部北太平洋系群と東部太平洋北部

系群からなる。2018 年に ISC かじき類作業部会が中西部北太平洋系群の最新の資源評

価を実施した。東部太平洋北部系群についての結果も併せて 2018 年の ISC 本会合で 承

認され、同年 WCPFC 科学委員会に報告された。また、同年の WCPFC 北小委員会にお

いて、本種の管理目標が議題となった。IATTC 海域の東部太平洋においては、管理に関

する具体的な議論はされていない（井嶋 2019）。我が国においては、水産庁が国際課か

つお・まぐろ漁業室を中心として、これら地域漁業管理機関等と連携している。遠洋、

近海まぐろはえ縄漁業については、水産庁国際課かつお・まぐろ漁業室が遠洋および近

海かつお・まぐろ漁業として、指導、監督している。漁業者団体としては、遠洋まぐろ

はえ縄漁業では全国遠洋かつお・まぐろ漁業者協会、日本かつお・まぐろ漁業協同組合

があり、また近海まぐろはえ縄漁業では全国近海かつお・まぐろ漁業協会がある。漁業

者の多くは沿海漁業協同組合にも所属する。以上のように管理体制が確立されており、

5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

対象資源の生息

域がカバーされ

ていない 

. 生息域をカバーする管

理体制はあるが、十分

には機能していない 

. 生息域をカバーす

る管理体制が確立

し機能している 

 

3.2.1.2 監視体制 

 水産庁では適切な資源管理及び漁業秩序の維持等のため、2018 年に漁業取締本部を

設置し漁業取締体制を強化し（水産庁 2018c）、取締りに関する具体的な対処の在り方と

して、国際機関等との連携による違反操業の防止等を挙げている（水産庁漁業取締本部 

2019）。遠洋海域における国際漁業の監視のため、主に水産庁照洋丸、東光丸、白竜丸

が出動している。マグロ関連の公海操業等の操業漁船にのみ義務付けられていた衛星船

位測定送信機の設置と常時作動については、2017 年の前回一斉更新に際してすべての

大臣許可漁船へ義務付けることとなった（水産庁 2017a）。遠洋、近海かつお・まぐろ

漁業では農林水産大臣が中西部太平洋条約を実施するため必要があると認め、当該条約

で規定するオブザーバーを乗船させることを命じたときは、中西部太平洋オブザーバー

を乗船させなければならない（指定漁業の許可及び取締り等に関する省令; 農林水産省 

2018b）。漁獲成績報告書の提出は 100%である。まぐろ資源の保存及び管理の強化を図

るための所要の措置を講じ、もってまぐろ漁業の持続的な発展とまぐろの供給の安定に

資することを目的として制定された「まぐろ資源の保存及び管理の強化に関する特別措
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置法（平成八年六月二十一日法律第百一号）」第 10 条に基づくポジティブリストの掲載

漁船で漁獲されたことの証明書等による冷凍まぐろ類等の輸入事前確認手続きについ

ては、水産庁での一元化が 2018 年 4 月 1 日から開始されている（水産庁国際課 2019）。

また外国漁船の寄港国として、港湾における検査を拡大し、国際連合食糧農業機関や関

係諸国との情報交換及び連携等を通じ、違法な漁業を防止するための国際的な取組に協

力している。我が国おいても平成 29 年度から、寄港国としての効果的な措置の実施に

より IUU（違法・無報告・無規制）漁業を防止し、抑止し、排除するための違法漁業防

止寄港国措置（PSMA）協定の効力が発生している（水産庁 2017b）。以上から、十分な

監視体制が有効に機能していると評価し、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

監視はおこなわ

れていない 

主要な漁港の周辺

など、部分的な監

視に限られている

. 相当程度の監視体

制があるが、まだ

十分ではない 

十分な監視体制

が有効に機能し

ている 

 

3.2.1.3 罰則・制裁 

 漁業法関連法令に違反した場合、許可の取り消しや懲役刑、罰金あるいはその併科と

なり、罰則規定としては有効と考えられる。外国管轄水域における違法操業については、

当該国の法に従い臨検、拿捕の対象となる。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

罰則・制裁は設

定されていない 

. 罰則・制裁が設定されて

いるが、十分に効果を有

しているとはいえない 

. 有効な制裁が設

定され機能して

いる 

 

3.2.2 順応的管理 

 高度回遊性魚類資源及び公海等における海洋生物資源については、国が資源管理指針

を示しており、魚種毎に資源管理目標を定め、それを漁獲する漁業種類ごとに取り組む

べき資源管理措置を策定している。指針は、資源状況及び漁業実態の変化等を踏まえて

毎年少なくとも 1 回見直すこととされ、より実情に即した最適な資源管理を実現するこ

とを目指している（水産庁 2018b）。ISC、WCPFC、IATTAC による資源評価に従って、

資源管理指針を改訂する機会を得ている。これを順応的管理に準ずる施策と評価し、4

点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

モニタリング結果を

漁業管理の内容に反

映する仕組みがない

. 順応的管理の仕

組みが部分的に

導入されている

. 順応的管理が十

分に導入されて

いる 
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3.3 共同管理の取り組み 

3.3.1 集団行動 

3.3.1.1 資源利用者の特定 

 遠洋まぐろはえ縄漁業、近海まぐろはえ縄漁業は、遠洋、近海かつお・まぐろ漁業と

して大臣許可漁業であり、すべての資源利用者は特定できる。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

実質上なし 5-35% 35-70% 70-95% 実質上全部 

 

3.3.1.2 漁業者組織への所属割合 

 遠洋まぐろはえ縄漁業者は全国遠洋かつお・まぐろ漁業者協会、日本かつお・まぐろ

漁業協同組合、また近海まぐろはえ縄漁業者は全国近海かつお・まぐろ漁業協会、その

多くは沿海漁業協同組合に所属している。関係するすべての漁業者は漁業者組織に所属

している。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

実質上なし 5-35% 35-70% 70-95% 実質上全部 

 

3.3.1.3 漁業者組織の管理に対する影響力 

 ISC において、北太平洋では資源量は過剰な利用状態にはなく、漁獲圧は過剰ではな

いと評価されている。地域漁業管理機関を通じた適切な資源管理措置の導入・実施に向

けた働きかけを継続するとともに、我が国としてもこれ以上資源に影響を及ぼすことの

ないよう漁獲圧をこれ以上増やさないように管理していくこととする、としている（水

産庁 2018b）。めばち、きはだ、またはめかじきを利用する遠洋まぐろはえ縄漁業者に

あっては、資源の維持・回復促進のため、地域漁業管理機関の保存管理措置等の公的措

置を遵守するほか、自主的措置として、休漁の措置に重点的に取り組む必要がある（水

産庁 2018b）とされ、漁業者団体では作成した資源管理計画に基づいて休漁を実施して

いる（水産庁 2014）。また、近海まぐろはえ縄漁業者にあっても、同様に地域漁業管理

機関の保存管理措置等の公的措置を遵守するほか、自主的措置として休漁の措置に重点

的に取り組む必要がある（水産庁 2018b）とされ、漁業者団体で作成した資源管理計画

に基づいて休漁を実施している（水産庁 2014）。漁業者組織の漁業管理活動が一定の影

響力を有していると評価し、3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁業者組織が存在しな

いか、管理に関する活

動を行っていない 

. 漁業者組織の漁業管理

活動は一定程度の影響

力を有している 

. 漁業者組織が管

理に強い影響力

を有している 
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3.3.1.4 漁業者組織の経営や販売に関する活動 

 漁業構造改革総合対策事業において、全国近海かつお・まぐろ漁業協会は、近海かつ

お・まぐろ地域プロジェクト（気仙沼地区部会：近海まぐろはえ縄漁業）として、資源

管理・労働環境改善型漁船の計画的・効率的導入の実証事業を主導した（全国近海かつ

お・まぐろ漁業協会 2018）。全国近海かつお・まぐろ漁業協会は、近海かつお・まぐろ

地域プロジェクト（変更）（日南・南郷地区別部会：近海まぐろ延縄漁業）として改革

型漁船導入の実証事業を主導した（全国近海かつお・まぐろ漁業協会 2013a）。全国近

海かつお・まぐろ漁業協会は、近海かつお・まぐろ地域プロジェクト（変更）（高知地

区部会：近海まぐろ延縄漁業）として改革型漁船導入の実証事業を主導した（全国近海

かつお・まぐろ漁業協会 2013b）。漁業構造改革総合対策事業において、日本かつお・

まぐろ漁業者協会は、遠洋かつお・まぐろ地域プロジェクト（遠洋まぐろはえ縄漁業）

として資源管理・労働環境改善型漁船の計画的・効率的導入の実証事業を主導した（日

本かつお・まぐろ漁業協同組合 2018b）。全国かつお・まぐろ漁業者協会は、遠洋かつ

お・まぐろ地域プロジェクト（気仙沼Ⅶ）として改革型漁船等の収益性改善の実証事業

を主導した（全国かつお・まぐろ漁業協同組合 2018a）。日本かつお・まぐろ漁業協同

組合は、日本かつお・まぐろ漁業協同株式会社を組織し、漁獲物の販売と適正魚価の維

持のため販売事業に当たっており（日本かつお・まぐろ漁業協同組合 2019）、活動は評

価できる。以上のように漁業者組織が全面的に経営や販売に関する活動をしており、5

点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁業者組織がこれらの

活動を行っていない 

. 漁業者組織の一部が

活動を行っている 

. 漁業者組織が全面的

に活動を行っている 

 

3.3.2 関係者の関与 

3.3.2.1 自主的管理への漁業関係者の主体的参画 

 WCPFC の年次会合、同北分科会、IATTC 等の会合にかつお・まぐろ漁業者団体の代

表者が出席している。また、WCPFC 関連島嶼国の日キリバス漁業協議、日ソロモン漁

業協議、日パプアニューギニア漁業協議、日ミクロネシア漁業協議に必要に応じて出席

している。関連漁業者団体はすべての会合に出席している訳ではないが、これら会合に

は全国近海かつお・まぐろ漁業協会、全国遠洋かつお・まぐろ漁業者協会、日本かつお・

まぐろ漁業協同組合のうち複数の団体が必要な対応を行っている。地域漁業管理機関の

年次会合は 5 日程度、2 国間協議は 2、3 日程度の会期となる。それぞれの団体は漁業

管理の問題等を協議する理事会、総会を開催している。関係組織の会合もあり、年間 12

日以上 24 日未満の会議参加日数はあると考えられる。以上より 4 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

なし 1-5日 6-11日 12-24日 1年に24日以上 



 
 

42

3.3.2.2 公的管理への漁業関係者の主体的参画 

 太平洋広域漁業調整委員会には、県内で互選された漁業者代表委員として近海まぐろ

はえ縄漁業者も出席している。(水産庁 2019a）。日本海・九州西広域漁業調整委員会に

は、近海まぐろはえ縄漁業者が所属する那覇地区漁業協同組合長が出席している（水産

庁 2019b）。水産政策審議会資源管理分科会には、近海まぐろはえ縄漁業者の多くが所

属する沿海漁業協同組合の上部組織である全国漁業協同組合連合会理事他が委員とし

て出席している（水産庁 2019c）。適切に参画していると評価し、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

実質上なし . 形式的あるいは限定的に参画 . 適切に参画 

 

3.3.2.3 幅広い利害関係者の参画 

 本種は TAC 魚種ではないが、高度回遊性魚種として地域漁業機関で管轄される魚種

であり、水産政策審議会資源管理分科会では資源管理指針に記載する魚種として議論の

対象となってきている。当該分科会には委員、特別委員として水産や港湾の海事産業で

働く船員等で組織する労働組合や釣り団体、流通業者、世界自然保護基金ジャパンから

も参画している（水産庁 2019c）。WCPFC の年次会合や科学委員会へも NGO が参加し

ている。ほぼすべての主要な利害関係者が効果的に関与していると評価し、5 点を配点

する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

実質上なし . 部分的・限定

的には関与 

. ほぼすべての主要な利害関

係者が効果的に関与 
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4．地域の持続性 

概要 

漁業生産の状況（4.1） 

 北太平洋のメカジキは、遠洋まぐろはえなわ漁業（岩手県、宮城県、福島県、東京都、

神奈川県、静岡県、三重県、高知県、鹿児島県）近海まぐろはえ縄漁業（宮城県、高知

県、宮崎県）でその大部分が漁獲されている。漁業収入のトレンドは比較的高く（4.1.1.1 

4 点）、収益率と漁業関係資産のトレンドについては、全国平均値の会社経営体のデー

タを用いた結果、4.1.1.2 は 1 点と低く、4.1.1.3 は 5 点と高かった。経営の安定性につい

ては、収入の安定性は 3 点、漁獲量の安定性は 3 点と中程度であった。漁業者組織の財

政状況は未公表の組織が多く 2 点であった。操業の安全性は 5 点と高かった。地域雇用

への貢献は高いと判断された（4.1.3.2 5 点）。労働条件の公平性については、漁業で特

段の問題はなかった（4.1.3.3 3 点）。 

 

加工・流通の状況（4.2） 

 対象都道府県には多くの小規模市場があるものの、買い受け人は各市場とも取扱数量

の多寡に応じた人数となっており、セリ取引、入札取引による競争原理は概ね働いてい

る（4.2.1.1 5 点）。取引の公平性は確保されている（4.2.1.2 5 点）。関税は基本が 5%

であるが、WTO 協定、ASEAN で 3.5%、特別特恵を結ぶ数カ国は無税となっている

（4.2.1.3 4 点）。卸売市場整備計画により衛生管理が徹底されている（4.2.2.1 5 点）。 

仕向けは加熱用食材が主である（4.2.2.2 3 点）。労働条件の公平性も特段の問題は無か

った（4.2.3.3 3 点）。以上より、本地域の加工流通業の持続性は高いと評価できる。 

 

地域の状況（4.3） 

 先進技術導入と普及指導活動は行われており（4.3.1.2 5 点）、物流システムも整って

いた（4.3.1.3 は 5 点）。県内自治体の財政状況は全体平均で 3 点であった（4.3.2.1）。水

産業関係者の所得水準は比較的高い（4.3.2.2 4 点）。メカジキは日本の食文化を代表す

る刺身商材として利用され、地域ごとに特色ある漁具漁法が残されており（4.3.3.1 5

点）、伝統的な加工技術や料理法があることに加えて異業種間交流で新たな活用法も生

まれている（4.3.3.2 5 点）。 
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評価範囲 

① 評価対象漁業の特定 

 遠洋まぐろはえなわ漁業（岩手県、宮城県、福島県、東京都、神奈川県、静岡県、三

重県、高知県、鹿児島県）近海まぐろはえ縄漁業（宮城県、高知県、宮崎県） 

 

② 評価対象都道府県の特定 

 岩手県、宮城県、福島県、東京都、神奈川県、静岡県、三重県、高知県、鹿児島県、

宮崎県 

 

③ 評価対象漁業に関する情報の集約と記述 

 評価対象都道府県における水産業ならびに関連産業について、以下の情報や、その他

後述する必要な情報を集約する。 

1） 漁業種類、制限等に関する基礎情報 

2） 過去 11 年分の年別水揚げ量、水揚げ額 

3） 漁業関係資産 

4） 資本収益率 

5） 水産業関係者の地域平均と比較した年収 

6） 地方公共団体の財政力指標 
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4.1 漁業生産の状況 

4.1.1 漁業関係資産 

4.1.1.1 漁業収入のトレンド 

 漁業収入の傾向として、4.1.2.1 で算出したメカジキの漁獲金額データを利用した。過

去 10 年のうち上位 3 年間の各漁業による漁獲金額の平均と昨年の漁獲金額の比率を各

県 （岩手県・宮城県・福島県・東京都・神奈川県・静岡県・三重県・高知県・宮崎県・

鹿児島県）について算出したところ、その単純平均は 約 0.89 となった。したがって、

4 点を配する（岩手県:5 点、宮城県: 4 点、福島県: 5 点、東京都: 1 点、神奈川県: 5 点、

静岡県: 2 点、三重県: 4 点、高知県: 5 点、宮崎県: 3 点・鹿児島県: 4 点）。 

1点 2点 3点 4点 5点 

50%未満 50-70% 70-85% 85-95% 95%を超える 

 

4.1.1.2 収益率のトレンド 

 漁業経営調査報告（農林水産省「漁業経営調査」）には、漁業種類別かつ都道府県別

のデータはないため、漁業種類別のデータを用いて分析を実施する。対象となる漁業の

うち、会社経営体調査の遠洋･近海まぐろはえ縄漁業（500 トン以上）、（10～20 トン）

及び個人経営体の遠洋・近海まぐろはえ縄(10～20 トン)のデータを分析に用いる。2013

～2017 年の（漁撈利益／漁業投下資本合計）の平均値は、遠洋･近海まぐろはえ縄漁業

（500 トン以上）については、漁撈利益がマイナスという年が 5 年中 3 年で、平均が-

0.10 のため 1 点を配点する。（10～20 トン）のうち、会社経営体は同様に 5 年中 3 年が

マイナスで、平均は-0.18 なので 1 点となり、個人経営体では平均が 1.75 で 5 点であり

近海まぐろはえ縄の平均としては 3 点である。漁業種類別漁獲量による重み付け平均で

は 1 点となる。 

1点 2点 3点 4点 5点 

0.1未満 0.1-0.13 0.13-0.2 0.2-0.4 0.4以上 

 

4.1.1.3 漁業関係資産のトレンド 

 漁業経営調査報告（2008-2017 年）（農林水産省「漁業経営調査」）には、漁業種類別

かつ都道府県別のデータはないため、漁業種類別のデータを用いて分析を実施する。対

象となる漁業のうち、会社経営体調査の遠洋･近海まぐろはえ縄漁業（500 トン以上）、

（10～20 トン）及び個人経営体の遠洋・近海まぐろはえ縄(10～20 トン)のデータを分析

に用いる。遠洋・近海まぐろはえ縄漁業(500 トン以上)については、過去 10 年のうち漁

業投下固定資本合計が最も多い 3 年は、2014 年、2016 年、2017 年である。この 3 年の

平均値に対して直近の 2017 年の値が示す割合は 98%であるため、5 点を配する。遠洋･
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近海まぐろはえ縄漁業(10～20 トン)のうち、会社経営体では 2011 年、2012 年、2015 年

であり、この 3 年の平均値に対して直近の 2017 年の値が示す割合は 46%であるため、

1 点を配する。一方、個人経営体では 2008 年、2013 年、2015 年であり、この 3 年の平

均値に対して直近の 2017 年の値が示す割合は 21%であるため、1 点を配する。よって

近海まぐろはえ縄は 1 点となり、両漁業の漁獲量による重み付け平均は 4 点となる。 

1点 2点 3点 4点 5点 

50%未満 50-70% 70-85% 85-95% 95%を超える 

 

4.1.2 経営の安定性 

4.1.2.1 収入の安定性 

 漁業種類ごとの漁獲金額が公表されていないことから、農林水産省の漁業・養殖業生

産統計（農林水産省「漁業養殖業生産統計」より、各県のメカジキ漁獲量に占める評価

対象漁業種類による同漁獲量の割合を年別で算出し、これを各県の魚種別漁業生産額

（農林水産省「漁業産出額」）に乗じることにより、県別漁業種類別のメカジキ漁獲金

額を求めた。最近 10 年間（2006~15）の各漁業におけるメカジキ漁獲金額の安定性を評

価した。各県における 10 年間の平均漁獲金額とその標準偏差の比率を求めると、その

単純平均は約 0.31 となった。したがって、3 点を配する（岩手県:4 点、宮城県: 4 点、

福島県: 3 点、東京都: 2 点、神奈川県: 3 点、静岡県: 3 点、三重県: 3 点、高知県: 2 点、

宮崎県: 3 点・鹿児島県: 5 点）。 

1点 2点 3点 4点 5点 

1以上 0.40-1 0.22-0.40 0.15-0.22 0.15未満 

 

4.1.2.2 漁獲量の安定性 

 ここでも農林水産省の漁業・養殖業生産統計を参照し、最近 10 年間（2006~15）の関

係県の各漁業のメカジキ漁獲量の安定性を評価する。10 年間の平均年間漁獲量とその

標準偏差の比率を求めると、約 0.29 となった。したがって、3 点を配する（岩手県: 4

点、宮城県: 4 点、福島県: 3 点、東京都: 3 点、神奈川県: 3 点、静岡県: 3 点、三重県: 3

点、高知県: 2 点、宮崎県: 3 点・鹿児島県: 4 点）。 

1点 2点 3点 4点 5点 

1以上 0.40-1 0.22-0.40 0.15-0.22 0.15未満 

 

4.1.2.3 漁業者団体の財政状況 

 岩手県、宮城県、福島県、東京都、神奈川県、静岡県、三重県、高知県、鹿児島県の

遠洋まぐろはえ縄漁業を営む経営体は、日本かつお・まぐろ漁業協同組合などに属して
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おり、当該組織の財政データは公表されていなかった。宮城県、高知県、宮崎県の近海

まぐろはえ縄漁業の経営体は、それぞれ沿海漁協などに所属しており、経常利益（都道

府県単位）は黒字であった（農林水産省 2018）。よって、遠洋まぐろはえなわ漁業（岩

手県、宮城県、福島県、東京都、神奈川県、静岡県、三重県、高知県、鹿児島県）×1 点

＋近海まぐろはえ縄漁業（宮城県、高知県、宮崎県）×5 点を算術平均し、2 点を配点

する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

経常利益が赤字、も

しくは情報無し 

. . . 経常利益が黒字

になっている 

 

4.1.3 就労状況 

4.1.3.1 操業の安全性 

 平成 29 年の各県の水産業における労働災害および船舶事故による死亡者数は、岩手

県 1 人、宮城県 3 人、福島県 0 人、東京都 0 人、神奈川県 2 人、静岡県 0 人、三重県 2

人、高知県 0 人、宮崎県 1 人、鹿児島県 2 人であった（厚生労働省岩手労働局 2018、

厚生労働省宮城労働局 2018、厚生労働省福島労働局 2018、厚生労働省東京労働局 2018、

厚生労働省神奈川労働局 2018、厚生労働省静岡労働局 2018、厚生労働省三重労働局 

2018、厚生労働省高知労働局 2018、厚生労働省宮崎労働局 2018、厚生労働省鹿児島労

働局 2018、運輸安全委員会 2019）。このうちほとんどは評価対象漁業以外における事

故であることが特定されたが、三重県の 1 人および鹿児島県の 1 人について、事故が発

生した漁業種類を特定することができなかった。漁業種類を特定できない死亡事例につ

いては、評価対象漁業における事故である可能性を完全に否定できないため、評価対象

漁業における死亡事例と見なして評価をおこなうこととする。漁業種類別漁業従事者数

のデータがない一方、都道府県別漁業従事者数のデータが利用可能であることから、都

道府県別漁業従事者数のデータにより評価をおこなう。海面漁業従事者数は、利用可能

な最新のデータ（平成 25 年）では、三重県 7,791 人、鹿児島県 7,200 人であった（農林

水産省 2015）。したがって、1,000 人当たり年間死亡者数は、岩手県 0 人、宮城県 0 人、

福島県 0 人、東京都 0 人、神奈川県 0 人、静岡県 0 人、三重県 0.1284 人、高知県 0 人、

宮崎県 0 人、鹿児島県 0.1389 人となり、平均値は 0.02673 人となる。以上より、5 点を

配点する。なお、各都県別に評価した場合、岩手県 5 点、宮城県 5 点、福島県 5 点、東

京都 5 点、神奈川県 5 点、静岡県 5 点、三重県 5 点、高知県 5 点、宮崎県 5 点、鹿児島

県 5 点となる。 

1点 2点 3点 4点 5点 

1,000人漁期当

たりの死亡事故

1.0人を超える 

0.75-1.0人未満 0.5-0.75人未満 0.25-0.5人未満 1,000人漁期当

たりの死亡事故

0.25人未満 
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4.1.3.2 地域雇用への貢献 

 漁業構造改革総合対策事業の各計画書によれば（水産業・漁村活性化推進機構 2019）、

メカジキを漁獲する漁業における外国人労働者の割合は、ばらつきがあるものの低い訳

ではない。しかしながら、技能実習制度を活用した外国人労働者についても、船上にお

いて漁業を行う場合、その人数は実習生を除く乗組員の人数を超えてはならないと定め

られているため（国際研修協力機構 2019）、いずれも過半数に満たないと言える。さら

に、水産業協同組合は当該漁業の所在地に住所を構えなければならないことを法的に定

義づけられており（水産業協同組合法第 1 章第 6 条）、またその組合員も当該地域に居

住する必要がある（同法第 2 章第 4 節第 18 条）。そして漁業生産組合で構成される連合

会も当該地区内に住居を構える必要がある（同法第 4 章第 88 条）。よって、外国人労働

者を含めほぼすべての漁業者は地域内に居住または雇用されていることになり、地域経

済に貢献していると言える。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

事実上いない 5-35% 35-70% 70-95% 95-100% 

 

4.1.3.3 労働条件の公平性 

 2019 年 1 月 4 日現在で公表されている労働基準関係法令違反送検事案の件数は、岩

手県において 10 件、宮城県において 4 件、福島県において 10 件、東京都において 23

件、神奈川県において 17 件、静岡県において 15 件、三重県において 10 件、高知県に

おいて 9 件、宮崎県において 3 件、鹿児島県において 6 件、沖縄県において 13 件であ

った(セルフキャリアデザイン協会 2019)。他産業では賃金の不払いや最低賃金以上の賃

金を払っていなかった事例や、外国人技能実習生に違法な時間外労働を行わせた事例等

があったものの、メカジキ漁業における労働条件の公平性は比較的高いと考えられる。

以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

能力給、歩合制を除

き、一部被雇用者の

み待遇が極端に悪い

. 能力給、歩合制を除

き、被雇用者によって

待遇が極端に違わない

. 能力給、歩合以

外の面での待遇

が平等である 

 

4.2 加工・流通の状況 

 ここでは、メカジキ北太平洋系群の水揚げがある対象都道府県の状況を分析した。 

4.2.1 市場の価格形成 

 ここでは各水揚げ港（産地市場）での価格形成の状況を評価する。 
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4.2.1.1 買受人の数 

 岩手県には 14 か所に魚市場がある。このうち年間取扱量が 100～500 トン未満の市場

が 2 市場あるものの、それ以外は年間 1,000 トン以上の中規模市場、及び二つの拠点産

地市場となっている。買受人数に着目すると、50 人以上登録されている市場が 5 市場、

20～50 人未満の登録が 6 市場、10～20 人未満の登録が 3 市場ある一方、買受人が 10 人

未満の小規模市場はない。買受人は各市場とも取り扱い数量の多寡に応じた人数となっ

ており、セリ取引、入札取引による競争原理は概ね働いている。（2013 年漁業センサス, 

農林水産省 2015） 

 宮城県には 10 か所に魚市場がある。このうち年間取扱量が 100 トン未満の市場が 1

市場、100～500 トン未満の市場が 2 市場ある一方、年間 1 万トン以上の拠点市場が 5 市

場あり、全体の 5 割を占める。買受人数に着目すると、50 人以上登録されている市場

が 7 市場、20～50 人未満の登録が 1 市場、10～20 人未満の登録が 1 市場ある。一方 5

人未満の小規模市場は 1 市場にとどまる。小買受人は各市場とも取り扱い数量の多寡に

応じた人数となっており、セリ取引、入札取引による競争原理は概ね働いている。（2013

年漁業センサス, 農林水産省 2015） 

 福島県には 12 か所に魚市場がある。このうち年間取扱量が 100～500 トン未満の市場

が 2 市場あるものの、7 市場は年間 1,000 トン以上の中規模市場、及び二つの拠点産地

市場となっている。買受人数に着目すると、50 人以上登録されている市場が 1 市場、

20～50 人未満の登録が 6 市場、10～20 人未満の登録が 4 市場あるが、買受人が 10 人未

満の小規模市場が 1 市場ある。買受人は各市場とも取り扱い数量の多寡に応じた人数と

なっており、セリ取引、入札取引による競争原理は概ね働いている。（2008 年漁業セン

サス, 農林水産省 2010） 

 東京都には 8 か所に魚市場がある。このうち年間取扱量が 100～500 トン未満の市場

が 3 市場あるものの、2 市場は年間 500～1,000 トン以上の中規模市場、及び 2 市場が 1

～3 万トンの市場となっている。買受人数に着目すると、50 人以上登録されている市場

が 1 市場、20～50 人未満の登録が 6 市場、10～20 人未満の登録が 4 市場あるが、買受

人が 10 人未満の小規模市場が 1 市場ある。買受人は各市場とも取り扱い数量の多寡に

応じた人数となっており、セリ取引、入札取引による競争原理は概ね働いている。（2013

年漁業センサス, 農林水産省 2015） 

 神奈川県には 14 か所に魚市場がある。このうち年間取扱量が 100 トン未満の市場が

2 市場あるものの、6 市場は年間 1,000～5,000 トンの中規模市場、及び 6 市場が 1～10

万トンの市場となっている。買受人数に着目すると、50 人以上登録されている市場が 7

市場、20～50 人未満の登録が 4 市場、10～20 人未満の登録が 3 市場ある一方、買受人

が 10 人未満の小規模市場はない。買受人は各市場とも取り扱い数量の多寡に応じた人
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数となっており、セリ取引、入札取引による競争原理は概ね働いている。（2013 年漁業

センサス, 農林水産省 2015） 

 静岡県には 31 か所に魚市場がある。このうち年間取扱量が 100～500 トン未満の市場

が 15 市場あるものの、10 市場は年間 500～5,000 トンの中規模市場、及び 7 市場が 5000

トン以上の市場となっている。買受人数に着目すると、50 人以上登録されている市場

が 9 市場、20～50 人未満の登録が 12 市場、10～20 人未満の登録が 3 市場ある。一方 5

人未満の小規模市場が 3 市場ある。小規模市場では、漁獲物の特性によって仲買人がセ

リ・入札に参加しない可能性があり、セリ取引、入札取引による競争原理が働かない場

合も生じる。（2013 年漁業センサス, 農林水産省 2015） 

 三重県には 52 か所に魚市場がある。このうち年間取扱量が 100 トン未満の市場が 13

市場、100～500 トン未満の市場が 17 市場ある。買受人数に着目すると、50 人以上登録

されている市場が 6 市場、20～50 人未満の登録が 16 市場、10～20 人未満の登録が 21

市場ある。一方 5 人未満の小規模市場が 3 市場ある。小規模市場では、漁獲物の特性に

よって仲買人がセリ・入札に参加しない可能性があり、セリ取引、入札取引による競争

原理が働かない場合も生じる。（2013 年漁業センサス, 農林水産省 2015） 

 高知県には 41 か所に魚市場がある。このうち年間取扱量が 500 トン未満の市場が 26

市場あるものの、13 市場は年間 500～5,000 トンの中規模市場、2 市場が 1 万トン以上

の市場となっている。買受人数に着目すると、50 人以上登録されている市場が 6 市場、

20～50 人未満の登録が 8 市場、10～20 人未満の登録が 13 市場ある。一方 5 人未満の小

規模市場が 7 市場ある。小規模市場では、漁獲物の特性によって仲買人がセリ・入札に

参加しない可能性があり、セリ取引、入札取引による競争原理が働かない場合も生じる。

（2013 年漁業センサス, 農林水産省 2015） 

 宮崎県には 18 か所に魚市場がある。このうち年間取扱量が 100 トン未満の市場が 2

市場、100～500 トン未満の市場が 3 市場ある。買受人数に着目すると、買受人が 50 人

以上登録されている市場は 4 市場、20～50 人未満の登録が 10 市場ある。小規模市場で

は、漁獲物の特性によって仲買人がセリ・入札に参加しない可能性があり、セリ取引、

入札取引による競争原理が働かない場合も生じる。（2013 年漁業センサス, 農林水産省 

2015） 

 鹿児島県には 44 か所に魚市場がある。このうち年間取扱量が 500 トン未満の市場が

31 市場あるものの、9 市場は年間 500～5,000 トンの中規模市場、4 市場が 1 万トン以上

の市場となっている。買受人数に着目すると、50 人以上登録されている市場が 5 市場、

20～50 人未満の登録が 17 市場、10～20 人未満の登録が 9 市場ある。一方 5 人未満の小

規模市場が 5 市場ある。小規模市場では、漁獲物の特性によって仲買人がセリ・入札に

参加しない可能性があり、セリ取引、入札取引による競争原理が働かない場合も生じる。
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（2013 年漁業センサス, 農林水産省 2015） 

 以上のように、岩手県・宮城県・福島県・東京都・神奈川県では、産地市場に多くの

買受人が登録されている。このことから市場の競争の原理は働いており、公正な価格形

成が行われている。一方、静岡県・三重県・高知県・宮崎県・鹿児島県には多くの小規

模市場がある。水揚げ量が少なく、自ずと仲買人も少ない。このような小規模市場では

漁獲物の特性によって仲買人がセリ・入札に参加しない可能性があり、セリ取引、入札

取引による競争原理が働かない場合も生じる。岩手県 5 点・宮城県 5 点・福島県 5 点・

東京都 5 点・神奈川県 5 点、静岡県 4.5 点・三重県 4.5 点・高知県 4.5 点・宮崎県 4.5

点・鹿児島県 4.5 点により、総合評価は 4.8 点となり、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報

はない 

. 少数の買受人の

調整グループ 

. 非常に競争的で

ある 

 

4.2.1.2 市場情報の入手可能性 

 各県が作成している卸売市場整備計画では、施設の整備、安全性確保、人の確保等と

並んで、取引の公平性・競争性の確保が記載されている。水揚げ情報、入荷情報、セリ・

入札の開始時間、売り場情報については公の場に掲示されるとともに、仲買人の事務所

に電話・ファックスなどを使って連絡されるなど、市場情報は仲買人に公平に伝達され

ている（岩手県 2016、宮城県 2016、福島県 2016、東京都 2017、神奈川県 2017、静岡

県 2016、三重県 2016、高知県 2017、宮崎県 2016、鹿児島県 2017）。これによりセリ

取引、入札取引において競争の原理が働き、公正な価格形成が行われている。以上より

5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報

はない 

. 信頼できる価格と量の情報

が、次の市場が開く前に明

らかになり利用できる 

. 正確な価格と量

の情報を随時利

用できる 

 

4.2.1.3 貿易の機会 

 現在、冷凍のメカジキの実行輸入関税率は基本 5%であるが、WTO 協定で 3.5%、EPA を

結ぶ ASEAN は 3.5%、TPP11 では 2.8%、EU では 2.9%、ペルー・豪州は２％、特別特恵

を結ぶ国は無税となっている。生鮮のメカジキは、実行輸入関税率は基本 5%であるが、WTO

協定で 3.5%、EPA を結ぶ ASEAN は 3.5%、TPP11 が 2.3%、EU が 2.7%、豪州が 2.9%、

特別特恵を結ぶ国は無税となっている。（日本税関 2019）。また、非関税障壁にあたる輸

入割当等は行っていない（経済産業省 2017）。関税（3 点）、非関税障壁（5 点）を平均

して評点し、4 点を配点する。 
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1点 2点 3点 4点 5点 

貿易の機会を与

えられていない 

. 何らかの規制により公正

な競争になっていない 

. 実質、世界的な競争市場に規

制なく参入することが出来る 

 

4.2.2 付加価値の創出 

 ここでは加工流通業により、水揚げされた漁獲物の付加価値が創出される状況を評価

する。 

4.2.2.1 衛生管理 

 岩手県では、「第 10 次岩手県卸売市場整備計画」（岩手県 2016）に則り、県内の産地

卸売市場及び小規模市場は、県及び市町村が定める衛生基準に照らして管理されている。

また、「いわて水産業地域ハサップ」を制定し、衛生管理の徹底を図っている（岩手県 

2018）。このほか種市南漁業協同組合が営む「洋野町営八木魚市場」、宮古漁業協同組合

が営む「宮古市魚市場」、大船渡市魚市場株式会社が営む「大船渡市魚市場」では、水

産物フードシステム品質管理体制推進事業（水産庁）を使って、水産物産地市場の品質・

衛生管理に取り組んでいる（海洋水産システム協会 2018a,b,c）。 

 宮城県では、「第 10 次宮城県卸売市場整備計画」（宮城県 2016）に則り、県内の産地

卸売市場及び小規模市場は、県及び市町村が定める衛生基準に照らして管理されている。

また、「みやぎ食品衛生自主管理認証制度」を制定し、衛生管理の徹底を図っている（宮

城県 2017）。このほか仙台市では「仙台市食品衛生自主管理評価制度（仙台 HACCP）」

を制定し、衛生管理の徹底を図っている（仙台市 2019）。 

 福島県では、「第 9 次福島県卸売市場整備計画」（福島県 2016）に則り、県内の産地

卸売市場及び小規模市場は、県及び市町村が定める衛生基準に照らして管理されている。 

 東京都では、「東京都卸売市場整備計画（第 10 次）」（東京都 2017）に則り、都内の

産地卸売市場及び小規模市場は、都及び市区町村が定める衛生基準に照らして管理され

ている。また、「東京都食品衛生自主管理認証制度」（平成 15 年 8 月創設）を制定し、

衛生管理の徹底を図っている（東京都福祉保健局 2003）。 

 神奈川県では、「第 10 次神奈川県卸売市場整備計画」（神奈川県 2017）に則り、県内

の産地卸売市場及び小規模市場は、県及び市町村が定める衛生基準に照らして管理され

ている。また、「神奈川県食の安全･安心の確保推進条例」（平成 21 年 7 月）を制定し、

衛生管理の徹底を図っている（神奈川県 2009）。 

 静岡県では、「第 10 次静岡県卸売市場整備計画」（静岡県 2016）に則り、県内の産地

卸売市場及び小規模市場は、県及び市町村が定める衛生基準に照らして管理されている。 

 三重県では、「三重県卸売市場整備計画（第 10 次）」（三重県 2016）に則り、県内の
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産地卸売市場及び小規模市場は、県及び市町村が定める衛生基準に照らして管理されて

いる。また、「三重県食品の自主衛生管理認定制度」を制定し、衛生管理の徹底を図っ

ている（三重県 2019）。このほか三重県内では、先進的な品質・衛生管理を行っている

産地市場として、鳥羽磯部漁業協同組合の答志集約地方卸売市場が認定されている。（海

洋水産システム協会 2018d） 

 高知県では、「高知県卸売市場整備計画（第 9 次計画）」（平成 29 年 3 月）（高知県 2017）

に則り、県内の産地卸売市場及び小規模市場は、県及び市町村が定める衛生基準に照ら

して管理されている。また、「高知県食品総合衛生管理認証制度」を制定し、衛生管理

の徹底を図っている（高知県 2019）。 

 宮崎県では、「宮崎県卸売市場整備計画（第 10 次）」（宮崎県 2016）に則り、県内の

産地卸売市場及び小規模市場は、県及び市町村が定める衛生基準に照らして管理されて

いる。また、「食品衛生監視指導計画」により衛生管理の徹底を図っている（宮崎県 2019）。 

 鹿児島県では、「鹿児島県産地卸売市場整備計画（第 10 次計画）」（鹿児島県 2017）

に則り、県内の産地卸売市場及び小規模市場は、県及び市町村が定める衛生基準に照ら

して管理されている。また、「かごしまの農林水産物認証制度（K-GAP）」を制定し、衛

生管理の徹底を図っている（鹿児島県 2004）。 

 以上のように各県とも、5 年に一度改定される卸売市場整備計画に則り、産地卸売市

場及び小規模市場は、県及び市町村が定める衛生基準に照らして管理されている。また、

各県とも、食品の安全性を確保するための自主的管理認定制度を制定しており、県・市

町村の衛生基準の徹底と併せて衛生管理が徹底されている。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

衛生管理が不十分で問題

を頻繁に起こしている 

. 日本の基準を

満たしている

. 高度衛生管理を

行っている 

 

4.2.2.2 利用形態 

 メカジキの身色はやや赤みがかった乳白色であり、「スーパーでおなじみの切り身。

ムニエルに煮つけといろいろ使えて便利。メカジキはフライにしても美味。ムニエルな

どでも嫌みのない万人受けする味わいに」とされている（藤原 2012）。このことから、

スーパーマーケットで定番の加熱料理食材であろうと考え、3 点を配点した。 

1点 2点 3点 4点 5点 

魚粉/動物用餌/餌

料/消費されない 

. 中級消費用（冷

凍、大衆加工品）

. 高級消費用（活魚、

鮮魚、高級加工品） 
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4.2.3 就労状況 

4.2.3.1 労働の安全性 

 平成 29 年の各都県の食品製造業における労働災害による死亡者数は、岩手県 0 人、

宮城県 0 人、福島県 0 人、東京都 0 人、神奈川県 2 人、静岡県 5 人（うち 3 人は明らか

に水産加工業以外であったため、2 人とする）、三重県 0 人、高知県 0 人、宮崎県 0 人、

鹿児島県 1 人であった（厚生労働省岩手労働局 2018、厚生労働省宮城労働局 2018、厚

生労働省福島労働局 2018、厚生労働省東京労働局 2018、厚生労働省神奈川労働局 2018、

厚生労働省静岡労働局 2018、厚生労働省三重労働局 2018、厚生労働省高知労働局 2018、

厚生労働省宮崎労働局 2018、厚生労働省鹿児島労働局 2018）。食料品製造業従事者数

は、利用可能な最新のデータ（平成 29 年）では、神奈川県 49,353 人、静岡県 46,248 人、

鹿児島県 25,807 人であった（経済産業省 2018）。したがって、1,000 人当たり年間死亡

者数は、岩手県 0 人、宮城県 0 人、福島県 0 人、東京都 0 人、神奈川県 0.0405 人、静

岡県 0.0432 人、三重県 0 人、高知県 0 人、宮崎県 0 人、鹿児島県 0.0387 人となり、平

均値は 0.011 人となる。以上より、5 点を配点する。なお、各都県別に評価した場合、

岩手県 5 点、宮城県 5 点、福島県 5 点、東京都 5 点、神奈川県 5 点、静岡県 5 点、三重

県 5 点、高知県 5 点、宮崎県 5 点、鹿児島県 5 点となる。 

1点 2点 3点 4点 5点 

1,000人年当た

りの死亡事故1

人を超える 

1人未満0.6人以

上 

0.6人未満0.3人

以上 

0.3人未満0.1人

以上 

1,000人年当た

りの死亡事故

0.1人未満 

 

4.2.3.2 地域雇用への貢献 

 水産加工業経営実態調査（水産庁 2017）によれば、メカジキを漁獲する各県におけ

る水産加工会社数を単純平均した値は、全国平均の 約 1.71 倍であった。したがって、

4 点を配する（岩手県:4 点、宮城県: 5 点、福島県: 2 点、東京都: 4 点、神奈川県: 4 点、

静岡県: 5 点、三重県: 3 点、高知県: 3 点、宮崎県: 3 点・鹿児島県: 4 点）。 

1点 2点 3点 4点 5点 

0.3未満 0.3以上0.5未満 0.5以上1未満 1以上2未満 2以上 

 

4.2.3.3 労働条件の公平性 

 2019 年 1 月 4 日現在、公表されている労働基準関係法令違反による送検事案の件数

は、岩手県において 10 件、宮城県において 4 件、福島県において 10 件、東京都におい

て 23 件、神奈川県において 17 件、静岡県において 15 件、三重県において 10 件、高知

県において 9 件、宮崎県において 3 件、鹿児島県において 6 件、沖縄県において 13 件

であった(セルフキャリアデザイン協会 2019)。他産業では賃金の不払いや最低賃金以



 
 

57

上の賃金を払っていなかった事例及び外国人技能実習生に対する違法な時間外労働を

行わせた事例等があったものの、メカジキに関わる加工・流通における労働条件の公平

性は比較的高いと考えられる。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

能力給、歩合制を除き、

一部被雇用者のみ待遇が

極端に悪い、あるいは問

題が報告されている 

. 能力給、歩合制を除き、

被雇用者によって待遇が

極端には違わず、問題も

報告されていない 

. 待遇が公平であ

る 

 

4.3 地域の状況 

4.3.1 水産インフラストラクチャ 

4.3.1.1 製氷施設、冷凍・冷蔵施設の整備状況 

 岩手県における冷凍・冷蔵工場数は 145 工場、冷蔵能力は 144,650 トン（冷蔵能力

を有する 1 工場当たり 1,064 トン）、1 日当たり凍結能力 3,680 トン（冷凍能力を有す

る 1 工場当たり 1 日当たり凍結能力 30 トン）である。水揚げ量に対する必要量を満た

している。（2013 年漁業センサス, 農林水産省 2015） 

 宮城県における冷凍・冷蔵工場数は 183 工場、冷蔵能力は 494,183 トン（冷蔵能力

を有する 1 工場当たり 2,761 トン）、1 日当たり凍結能力 6,551 トン（冷凍能力を有す

る 1 工場当たり 1 日当たり凍結能力 52 トン）である。水揚げ量に対する必要量を満た

している。（2013 年漁業センサス, 農林水産省 2015） 

 福島県における冷凍・冷蔵工場数は 111 工場、冷蔵能力は 109,759 トン（冷蔵能力

を有する 1 工場当たり 989 トン）、1 日当たり凍結能力 1,439 トン（冷凍能力を有する

1 工場当たり 1 日当たり凍結能力 13 トン）である。水揚げ量に対する必要量を満たし

ている。（2008 年漁業センサス, 農林水産省 2010） 

 東京都における冷凍・冷蔵工場数は 137 工場、冷蔵能力は 1,390,484 トン（冷蔵能力

を有する 1 工場当たり 10,300 トン）、1 日当たり凍結能力 2,641 トン（冷凍能力を有す

る 1 工場当たり 1 日当たり凍結能力 53 トン）である。水揚げ量に対する必要量を満た

している。（2013 年漁業センサス, 農林水産省 2015） 

 神奈川県における冷凍・冷蔵工場数は 120 工場、冷蔵能力は 853,565 トン（冷蔵能

力を有する 1 工場当たり 7,295 トン）、1 日当たり凍結能力 2,662 トン（冷凍能力を有

する 1 工場当たり 1 日当たり凍結能力 44 トン）である。水揚げ量に対する必要量を満

たしている。（2013 年漁業センサス, 農林水産省 2015） 

 静岡県における冷凍・冷蔵工場数は 314 工場、冷蔵能力は 605,426 トン（冷蔵能力
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を有する 1 工場当たり 1,972 トン）、1 日当たり凍結能力 17,4 トン（冷凍能力を有する

1 工場当たり 1 日当たり凍結能力 96 トン）である。水揚げ量に対する必要量を満たし

ている。（2013 年漁業センサス, 農林水産省 2015） 

 三重県における冷凍・冷蔵工場数は 182 工場、冷蔵能力は 103,484 トン（冷蔵能力

を有する 1 工場当たり 569 トン）、1 日当たり凍結能力 3,600 トン（冷凍能力を有する

1 工場当たり 1 日当たり凍結能力 20 トン）である。水揚げ量に対する必要量を満たし

ている。（2013 年漁業センサス, 農林水産省 2015） 

 高知県における冷凍・冷蔵工場数は 92 工場、冷蔵能力は 33,618 トン（冷蔵能力を

有する 1 工場当たり 378 トン）、1 日当たり凍結能力 3,213 トン（冷凍能力を有する 1

工場当たり 1 日当たり凍結能力 55 トン）である。水揚げ量に対する必要量を満たして

いる。（2013 年漁業センサス, 農林水産省 2015） 

 宮崎県における冷凍・冷蔵工場数は 104 工場、冷蔵能力は 63,705 トン（冷蔵能力を

有する 1 工場当たり 613 トン）、1 日当たり凍結能力 2,221 トン（冷凍能力を有する 1

工場当たり 1 日当たり凍結能力 21 トン）である。水揚げ量に対する必要量を満たして

いる。（2013 年漁業センサス, 農林水産省 2015） 

 鹿児島県における冷凍・冷蔵工場数は 166 工場、冷蔵能力は 183,165 トン（冷蔵能

力を有する 1 工場当たり 1,152 トン）、1 日当たり凍結能力 3,165 トン（冷凍能力を有

する 1 工場当たり 1 日当たり凍結能力 29 トン）である。水揚げ量に対する必要量を満

たしている。（2013 年漁業センサス, 農林水産省 2015） 

 各県ともに、好不漁によって地域間の需給アンバランスが発生することもあるが、

商行為を通じて地域間の調整は取れている。地域内における冷凍・冷蔵能力は水揚げ

量に対する必要量を満たしている。10 都県とも 5 点であり、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

氷の量は非

常に制限さ

れる 

氷は利用できる

が、供給量は限ら

れ、しばしば再利

用されるか、溶け

かけた状態で使用

される 

氷は限られ

た形と量で

利用でき、

最も高価な

漁獲物のみ

に供給する

氷は、いろいろな形

で利用でき、そし

て、氷が必要なすべ

ての魚に対し新鮮な

氷で覆う量を供給す

る能力がある 

漁港において氷

がいろいろな形

で利用でき、冷

凍設備も整備さ

れている。 

 

4.3.1.2 先進技術導入と普及指導活動 

 遠洋まぐろ延縄漁業では、改革型漁船（省エネ型漁船や労働環境改善型漁船など）の

導入、省エネ航行や操業の効率化、共通船型・仕様による建造コストの削減、漁獲物の

品質向上による高付加価値化などの先進技術が導入されている（遠洋まぐろ延縄漁業プ
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ロジェクト, 2011a; 2011b; 2011c; 2011d; 2012a; 2012b; 2012c; 2012d; 2012e; 2012f; 2012g; 

2012h; 2012i; 2012j; 2013a; 2013b; 2014; 2016; 2017a; 2017b; 2018a; 2018b）。 

近海まぐろ延縄漁業では、共通船型・仕様による建造コストの削減、操業の効率化など

の先進技術が導入されている（近海かつお・まぐろ地域プロジェクト, 2013; 2015; 2016a; 

2016b; 2018）。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

普及指導活動が

行われていない 

. 普及指導活動が

部分的にしか行

われていない 

. 普及指導活動が

行われ、最新の

技術が採用され

ている 

 

4.3.1.3 物流システム 

 Google Map によりメカジキ北太平洋系群を主に水揚げしている漁港から、地方、中

央卸売市場、貿易港、空港などの物流拠点までかかる時間を検索すると、幹線道路を使

えば複数の主要漁港から中央卸売市場への所要時間は 2 時間半以内であり、ほとんどの

漁港から地方卸売市場までは 1 時間前後で到着できる。また空港、貿易港までも遅くと

も 2 時間以内に到着可能であり、経営戦略として自ら貿易の選択肢を選ぶことも可能で

ある。ただし、離島についてはこの限りではないが、貿易を考える漁船は貿易港に入港

するため、評価は変わらない。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

主要物流ハブへ

のアクセスがな

い 

. 貿易港、空港のいずれ

かが近くにある、もし

くはそこへ至る高速道

路が近くにある 

. 貿易港、空港のいずれ

もが近くにある、もし

くはそこへ至る高速道

路が近くにある 

 

4.3.2 生活環境 

4.3.2.1 自治体の財政状況 

 各地域の公共サービス水準の指標として、関係都県の財政収入額を需要額で除して求

められた財政力指数をみた。財政力指数の値は、岩手県が 0.3516、宮城県が 0.6144、福

島県が 0.5335、東京都が 1.1013、神奈川県が 0.9083、静岡県が 0.7195、三重県が 0.5855、

高知県が 0.2582、鹿児島県が 0.3330、宮崎県が 0.3328 であり、平均値は 0.5738 となる

（総務省 2018）。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

その自治体の財

政力指標が0.2

以下 

その自治体の財

政力指標が0.2-

0.4 

その自治体の財

政力指標が0.4-

0.6 

その自治体の財

政力指標が0.6-

0.8 

その自治体の財

政力指標が0.8

以上 
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4.3.2.2 水産業関係者の所得水準 

 メカジキ北太平洋系群を漁獲している遠洋まぐろはえ縄漁業（岩手県、宮城県、福島

県、東京都、神奈川県、静岡県、三重県、高知県、宮崎県、鹿児島県）および近海まぐ

ろはえ縄漁業（高知県、宮崎県、沖縄県）の所得水準は、まぐろはえ縄漁業全体のデー

タしか存在しなかったため、この値で代用した。まぐろはえ縄漁業の所得水準の月給は

岩手県が 498,530 円（5 点）、宮城県が 431,494 円（5 点）、福島県が 394,723 円（4 点）、

東京都が 286,785 円（2 点）、神奈川県が 328,477 円（3 点）、静岡県が 322,119 円（3 点）、

三重県が 617,012 円（5 点）、高知県が 409,023 円（5 点）、宮崎県が 530,247 円（5 点）、

鹿児島県が 330,807 円（4 点）となった（国土交通省 2018）。 

 賃金構造基本統計調査による 5 県の企業規模 10～99 人の製造業の男性平均月給の平

均は、岩手県で 247,800 円、宮城県で 267,500 円、福島県 277,600 円で、東京都で 377,500

円、神奈川県で 341,500 円、静岡県で 314,100 円、三重県で 321,800 円、高知県で 265,200

円、宮崎県で 242,800 円、鹿児島県で 244,200 円（厚生労働省 2018）となった。また国

税庁の平成 27 年度「民間給与実態統計調査結果」第 7 表企業規模別及び給与階級別の

給与所得者数・給与額（役員）によると、全国の資本金 2,000 万円未満の企業役員の平

均月給与額は 473,167 円となっており、まぐろ延縄漁業役員の持代（歩）数は 1.46 とな

っているため、月給は岩手県が 727,853 円（5 点）、宮城県が 629,981 円（4 点）、福島県

が 576,295 円（4 点）、東京都が 418,706 円（3 点）、神奈川県が 479576 円（3 点）、静岡

県が 470,293 円（3 点）、三重県が 900,837 円（5 点）、高知県が 597,173 円（4 点）、宮崎

県が 77,4160 円（5 点）、鹿児島県が 482,978 円（3 点）となる(国税庁 2018)。したがっ

て、当該漁業役員と全国中小企業役員、対象漁業従事者と同地域内の製造業との比較に

おいても競争力のある産業であることがわかる。各県ごとの評点を平均して四捨五入し

て評点し、4 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

所得が地域平均

の半分未満 

所得が地域平均

の50-90% 

所得が地域平均

の上下10%以内 

所得が地域平均

を10-50%超える

所得が地域平均

を50%以上超え

る 

 

4.3.3 地域文化の継承 

4.3.3.1 漁具漁法における地域文化の継続性 

 メカジキは、主に遠洋及び近海まぐろはえ縄漁業で漁獲されている。（農林水産省 漁

業養殖生産統計 2017）静岡県の清水・焼津地区、神奈川県の三崎地区には、それぞれ

遠洋まぐろはえ縄漁業の基地があり、多くの冷凍メカジキが水揚げされ、全国に流通し

ている。かつて、神奈川県三崎では明治 30 年頃にはカジキを銛で突いて漁獲する専門

船が存在した。 
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 気仙沼地区は近海まぐろはえ縄漁業の基地であり、生鮮メカジキが水揚げされる。気

仙沼地域では、主として浮きはえ縄が、小笠原地域では主として立てはえ縄が、それぞ

れ用いられている。気仙沼港における生鮮メカジキの水揚げ量は日本一を誇り、メカジ

キは地元にとっても身近で重要な魚である。メカジキは周年水揚げされるが、特に 10

月～翌 3 月に獲れる魚は脂の乗りが良く、その濃厚な旨味には定評がある。また、岩手、

宮城県などでは突棒漁業や大目流し網漁業でも生鮮メカジキが漁獲されている。 

 このように、メカジキは、加熱用の食材あるいは地域的には刺身商材として利用され

ており、さまざまな地域において、地域毎に特色ある漁具漁法が残されており、地域に

密着した水産物として評価されている。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁具・漁法に地

域の特徴はない 

. 地域に特徴的な、あるい

は伝統的な漁具・漁法は

既に消滅したが、復活保

存の努力がされている 

. 地域に特徴的な、あ

るいは伝統的な漁

具・漁法により漁業

がおこなわれている 

 

4.3.3.2 加工流通技術における地域文化の継続性 

 生鮮メカジキ水揚げ量日本一を誇る宮城県気仙沼では「昔からメカジキをカレーの具

材に使ったり、唐揚げや照り焼きにして食べたり、身近な食材として長年親しまれて」

きており（キリン株式会社・日本財団 2016）、同県南三陸沿岸の村落では現在でも正月

に供える刺身にカジキとマグロかカツオを用いて紅白にする習わしがあるとの報告も

ある（鈴木ほか 2008）。気仙沼の生鮮メカジキの水揚げ量は全国の約 70％のシェアを誇り

日本一であり、気仙沼メカジキブランド化推進委員会が中心となりメカジキのブランド化を進め

ている（キリン株式会社・日本財団 2016）。入札を終えたメカジキの約 9 割は、市内 6 社

の流通加工業者が流通を担い、首都圏を中心に全国各地へ届けられる。気仙沼メカジキは，

地場消費も促進されており、背びれ部分（通称：ハーモニカ）などが名物として消費されている。

また、2011 年の東日本大震災の後、全国各地で復興支援の動きが展開された。「食べて

応援」ではメカジキにも注目が及び、各イベントなどでメカジキ料理が振る舞われた（タ

ウンニュース 2015）。このような経緯から、気仙沼市ではメカジキが一躍震災復興への

足掛かり的存在として見直され、しゃぶしゃぶ、すき焼き、カレーなど、特色あるメニ

ューを打ち出すなどして、ブランド化にも力が注がれている（石井 2019）。 

 特異な例では、1981 年気仙沼市に創業された有限会社オイカワデニムが業界初メカ

ジキの吻由来繊維を開発し、全工程「メイド・イン・ジャパン」による技術継承にこだ

わって作ったジーンズがある。2011 年の東日本大震災を機に地元漁師との交流から生

まれたこのジーンズは、すべて自然素材から作られており、サスティナビリティについ

ても配慮されている（東北電力 2019，藤巻百貨店 2019）。 
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 新鮮なものは刺身としても食べられるが、一般的には照り焼きや煮付け、ステーキな

どで食される。カマボコ等練り製品の材料にもされるが、油を使った調理がよく合い、

ムニエルやフライも美味である（城ケ島水産 2019）。脂肪が多く、やわらかな白色の身

肉は、とくに欧米で好まれ、ステーキや燻製、マリネなどにして賞味されるため、冷凍

輸出用としての価値が高い。また油漬け、水煮、味噌煮などの缶詰加工用にも利用され

る（河野ほか 2000）。かじき・まぐろの味噌漬け加工品は、神奈川県三崎において昭和

30 年代から行われていたなまり節に代わる加工製品として開発された。キハダやメバ

チ、マカジキ、メカジキ、シロカジキ、クロカジキなどが用いられて、高級製品にはメ

カジキやシロカジキが用いられる（臼井 2005）。冷凍品は、遠洋はえ縄船などで獲られ

たものが全国に流通しており（西田 2017）、ごく一般的にスーパーなどの小売店で入手

できるため、広く食されていると考えられる。 

 以上のように、伝統的な加工技術や料理法があることに加えて、気仙沼地域を中心と

してブランド化が図られるとともに、異業種間の交流から新たな資源活用法が生まれ、全国

的に流通していることに加えて、地元での消費拡大の取組も進められていることから、5点を配

点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

加工・流通技術

で地域に特徴的

な、または伝統

的なものはない 

. 地域に特徴的な、あるいは

伝統的な加工・流通技術は

既に消滅したが、復活保存

の努力がされている 

. 特徴的な、あるいは

伝統的な加工・流通

がおこなわれている

地域が複数ある 
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５．健康と安全・安心 

5.1 栄養機能 

5.1.1 栄養成分 

メカジキの栄養成分は、表のとおりである(文部科学省 2016)。 
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5.1.2 機能性成分 

5.1.2.1 EPA と DHA 

 メカジキの脂質には、高度不飽和脂肪酸である EPA と DHA が含まれている。メカジキ

の EPA 含量は 110mg/100g、DHA 含量は、600mg/100g である。EPA は、血栓予防、抗炎症

作用、高血圧予防、DHA は、脳の発達促進、認知症予防、視力低下予防、動脈硬化の予

防改善、抗がん作用等の効果がある（水産庁 2014、文部科学省 2015）。 

 

5.1.2.2 ビタミン 

 ナイアシン、D が多く含まれている。ナイアシンは、体内の酸化還元酵素の補酵素と

して働く。ビタミン D は、骨の主成分であるカルシウムやリンの吸収に関与している 

(大日本水産会 1999)。 

 

5.1.2.3 ミネラル 

 高血圧予防に効果があるカリウム、抗酸化作用を有するセレンが多く含まれている

(大日本水産会 1999)。 

 

5.1.2.4 セレノネイン 

 セレンを含むイミダゾール化合物である。DNA 損傷修復作用を有すること、がんや心

臓病、脳神経障害、免疫不全、2 型糖尿病、老化などの生活習慣病の予防に寄与すると

考えられている。また、動物実験でメチル水銀の解毒作用が認められ、人における同様

の効果の可能性が示唆されている（山下 2012、山下ほか 2013）。 

 

5.1.2.5 タンパク質 

タンパク質は、筋肉などの組織や酵素などの構成成分として重要な栄養成分の１つで

ある。メカジキには、良質のタンパク質が豊富に含まれ、そのアミノ酸スコアは卵など

と同様に 100 である(大日本水産会 1999)。  

 

5.1.3 旬と目利きアドバイス 

5.1.3.1 旬 

 メカジキの旬は，秋から冬である（藤原 2011）。 
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5.1.3.2 目利きアドバイス 

鮮度が良いものは、以下の特徴があり目利きのポイントとなる。 

①体表の光沢が良く、模様が鮮やかである。②目が澄んでいる。③鰓が鮮やかな赤色で

ある。④臭いがしない。⑤腹部がかたくしっかりしていて、肛門から内容物が出ていな

い（須山・鴻巣 1987)。切り身では、身にはりがあって盛り上がっているものが良い。

身は白っぽいものが脂がのっている（藤原 2011）。 

 

5.2 検査体制 

5.2.1 食材として供する際の留意点 

5.2.1.1 生食におけるアニサキス感染 

 メカジキにはアニサキス幼虫が寄生していることがある。アニサキス幼虫は、摂餌等

の際に口から入り、消化管から腹腔内へ移動して、内臓表面に寄生するが、魚の死後、

筋肉へ移動して筋肉内に寄生する。刺身など生食の際に、アニサキス幼虫が取り込まれ

ると、まれに消化管に食い込み、急性または慢性の腹痛、嘔吐、下痢などが引き起こさ

れることがある（アニサキス症という）。 

 予防には、①新鮮な魚を用いる、②内臓を速やかに取り除く、③目視で確認し、アニ

サキス幼虫を取り除く、④生の内臓を提供しない、⑤加熱（70℃以上で死滅）および冷

凍（-20℃で 24 時間冷凍することで感染性を失う）ことが有効である(厚生労働省 2019)。 

 

5.2.1.2 ヒスタミン中毒 

筋肉中のヒスチジン含量が高いメカジキは、ヒスタミン中毒を起こしやすい。ヒスタ

ミン中毒は、アレルギー様食中毒ともいわれ、食後、顔面が紅潮し、頭痛、じんましん、

発熱などの症状を呈する食中毒である。ヒスタミンは、ヒスタミン産生細菌の脱炭酸酵

素によりヒスチジンから生成される。この中毒の原因物質はヒスタミンであるが、防止

対策の面からは細菌による食中毒であることを正しく理解すべきである。防止策として

は、低温管理の徹底が有効である。生では、鮮度が低下した魚は用いない。冷凍物では、

解凍は冷蔵庫内で行い、常温解凍は行わない。凍結・解凍を繰り返さない。また、いっ

たん生成したヒスタミンは加熱調理では分解されないので注意が必要である(藤井 

2010、東京都福祉保健局 2019)。 

 

5.2.2 流通における衛生検査および関係法令 

 生食用生鮮魚介類では、食品衛生法第 11 条より、腸炎ビブリオ最確数が 100/g 以下
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と成分規格が定められている。 

 

5.2.3 特定の水産物に対して実施されている検査や中毒対策 

 特に本種を対象にした検査はない。 

 

5.2.4 検査で陽性となった場合の処置・対応 

市場に流通した水産物について、貝毒や腸炎ビブリオ最確数において、基準値を超え

ると食品衛生法第 6 条違反（昭和 55 年 7 月 1日，環乳第 29 号）となる。 

 

5.2.5 家庭で調理する際等の留意点 

5.2.5.1 アニサキス感染防止 

 新鮮なものを選び、内臓を速やかに除去する。内臓の生食はしない。目視で確認し、

アニサキス幼虫を除去する（厚生労働省 2019）。 

 

5.2.5.2 ヒスタミン中毒防止 

 低温管理を徹底する。冷凍物では、解凍は冷蔵庫内で行い、常温解凍は行わない。解

凍後は速やかに消費する。凍結・解凍を繰り返さない。食べたときに舌に刺激を感じる

場合は、ヒスタミンの可能性があるため、食べずに廃棄する(藤井 2010、東京都福祉保

健局 2019)。 

 

5.2.5.3 妊婦が摂取する場合の注意事項 

 メカジキは、EPA や DHA など健康性機能成分に富んだ魚であるが、他の魚種に比べて

水銀（メチル水銀）を多く蓄積することがある。近年、低濃度の水銀摂取が胎児に影響

を与える可能性を懸念する研究報告を踏まえ、厚生労働省では、妊娠中の魚介類の摂食

について注意事項を公表している（厚生労働省 2010）。 

 メカジキの場合は、1 週間に 80g（刺身一人前の量）までが、胎児に影響を与えない

量としている。また、1 週間のうち、メカジキ以外の水銀を多く蓄積しやすい魚も摂取

する場合は、その魚の摂取目安量に応じて減らすことを心がける。多くの魚では、水銀

濃度は影響を与える濃度以下であり、健康性機能成分を多く含むことから、健康的な食

生活には摂取が必要である（厚生労働省 2010）。また、メカジキに多く含まれているセ

レノネインは、メチル水銀の解毒作用を有することが動物実験で認められていることか

ら、人においてもメカジキの摂取による水銀の影響は、セレノネインによる解毒により、
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軽減されることが考えられる（山下 2012、山下ら 2013）。 
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